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第１章

第２章

第３章

第４章

悪材料をどう落とし込むか

コロナ禍がもたらす
決算・開示への影響

新型コロナウイルス感染症の感染拡大はいまだ収束の兆しがみえていない。企業経営に
おいても、外出自粛による消費の減退等大きな影響が出ており、それを会計・開示にどう
落とし込むかが大きな論点となっている。本特集では、そのうち特に留意すべき事項と、決
算・開示日程等の延長など関係機関の対策を整理し、解説していただいた。
また、次号では、監査対応についても解説いただく予定である。

繰延税金資産の回収可能性の分類・判断は？

業績悪化に伴う税効果会計の留意点
不確実性の増大により見積りが困難に

金融資産の評価・減損処理上の留意点
「修正」か「開示」か

後発事象の取扱いにおける留意点
金融庁・東証等関係機関の対応を整理する

決算・開示の日程変更における留意点

と
な
っ
て
い
る
。
日
本
の
緊
急
事
態

宣
言
と
時
を
同
じ
く
し
て
、
中
国
は

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
発

生
地
・
武
漢
の
封
鎖
解
除
を
発
表
、

武
漢
市
民
の
喜
ぶ
映
像
が
全
世
界
に

流
れ
た
。

４
月
上
旬
は
、
経
済
や
医
療
で
脆

さ
を
露
呈
し
た
Ｇ
７
と
、
い
ち
早
く

経
済
活
動
の
平
常
回
帰
を
発
表
し
た

中
国
と
の
明
暗
が
際
立
っ
た
と
の
見

方
も
あ
る
が
、
世
界
の
株
価
は
小
康

状
態
で
推
移
し
、
や
や
上
昇
気
味
の

も
の
も
み
ら
れ
た
。
上
下
変
動
幅
が

縮
小
し
、
３
月
に
目
立
っ
て
い
た
乱

高
下
が
収
ま
っ
た
と
い
え
る
。

細
か
く
み
る
と
、
中
国
株
価
は
横
ば

い
推
移
で
あ
り
、
武
漢
の
封
鎖
解
除

に
反
応
し
て
い
な
い
よ
う
に
み
え
る
。

個
人
投
資
家
中
心
の
中
国
株
式
市
場

で
は
、
２
カ
月
半
に
及
ん
だ
封
鎖
を

解
除
し
て
よ
い
の
か
、
ま
だ
確
信
が

持
て
ず
に
い
る
と
の
見
方
も
あ
る
。

今
後
の
世
界
の
株
価
は
、
Ｇ
７
の

感
染
状
況
次
第
の
展
開
に
な
る
と
み

ら
れ
る
。
感
染
が
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
の

様
相
を
強
め
て
く
る
よ
う
で
あ
れ

ば
、
株
価
は
小
康
状
態
を
脱
し
て
上

振
れ
の
可
能
性
が
あ
る
が
、
そ
う
な

ら
な
け
れ
ば
逆
に
下
振
れ
す
る
可
能

性
も
あ
る
と
み
ら
れ
る
。

感
染
者
数
が
急
増
し
つ
つ
あ
る
日

本
の
株
価
が
今
後
ど
の
よ
う
に
推
移

す
る
か
、
注
目
が
集
ま
っ
て
い
る
。
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繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
の
分
類・判
断
は
？

業
績
悪
化
に
伴
う

税
効
果
会
計
の
留
意
点

第１章

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

石
田
　
博
士

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

に
よ
り
業
績
が
悪
化
す
る
企
業
も
見
込

ま
れ
る
。そ
の
場
合
、繰
延
税
金
資
産

の
回
収
可
能
性
に
お
け
る
企
業
分
類
の

決
定
は
特
に
慎
重
な
判
断
が
必
要
と
な

る
。

●
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
の
判
断

は
将
来
の
課
税
所
得
の
合
理
的
な
見
積

り
が
前
提
と
な
る
た
め
、新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
踏
ま
え
て

合
理
的
に
見
積
る
必
要
が
あ
る
。

●
固
定
資
産
の
減
損
損
失
等
、業
績
悪
化

に
伴
い
発
生
が
見
込
ま
れ
る
一時
差
異

等
の
税
効
果
会
計
の
取
扱
い
を
記
載
す

る
。

は
じ
め
に

今
回
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

は
企
業
活
動
に
多
く
の
影
響
を
与
え
て
お

り
、
ま
た
、
日
本
企
業
に
多
い
３
月
決
算

の
期
末
日
近
く
に
感
染
の
拡
大
が
生
じ
た

た
め
、
当
３
月
期
決
算
の
業
績
が
悪
化
し

将
来
の
見
積
り
に
影
響
を
及
ぼ
す
企
業
も

少
な
く
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
に
お
い
て
は
、
特
に

将
来
の
見
積
り
に
依
拠
す
る
部
分
が
大
き

い
会
計
処
理
の
検
討
に
あ
た
り
、
よ
り
慎

重
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。
本
稿
で
は
そ

の
な
か
で
も
税
効
果
会
計
へ
の
影
響
に
つ

い
て
、
当
３
月
期
決
算
に
あ
た
り
考
慮
す

べ
き
実
務
上
の
留
意
点
に
つ
い
て
記
載
す

る
。な

お
、
本
稿
の
意
見
に
関
す
る
部
分
は

私
見
で
あ
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
申
し
添

え
る
。

繰
延
税
金
資
産
の

回
収
可
能
性
の
判
断

⑴　
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性

の
判
断
基
準

繰
延
税
金
資
産
が
将
来
の
税
金
負
担
額

を
軽
減
さ
せ
る
効
果
を
有
す
る
か
ど
う
か

を
判
断
す
る
た
め
に
は
、
繰
延
税
金
資
産

に
係
る
将
来
減
算
一
時
差
異
等
が
解
消
す

る
年
度
に
お
い
て
、
一
時
差
異
等
加
減
算

前
課
税
所
得
の
発
生
が
見
込
ま
れ
る
こ
と

を
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
は「
収

益
力
に
基
づ
く
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課

税
所
得
」、「
タ
ッ
ク
ス
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

に
基
づ
く
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税
所

得
」お
よ
び「
将
来
加
算
一
時
差
異
」の
十

分
性
の
３
つ
の
要
素
に
基
づ
き
判
断
す
る

と
さ
れ
て
い
る（
企
業
会
計
基
準
適
用
指

針
26
号「
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性

に
関
す
る
適
用
指
針
」（
以
下
、「
適
用
指

針
」と
い
う
）６
項
）。
そ
し
て
、
適
用
指

針
は
、
過
去（
３
年
）お
よ
び
当
期
の
課
税

所
得
や
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の
発
生
状

況
、
経
営
環
境
の
著
し
い
変
化
の
有
無
等

に
よ
り
企
業
を
５
つ
の
分
類
に
区
分
し
、

こ
の
分
類
に
応
じ
て
回
収
が
見
込
ま
れ
る

繰
延
税
金
資
産
の
計
上
額
を
決
定
す
る
と

し
て
い
る（
図
表
参
照
）。

⑵　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

に
よ
り
、
当
３
月
期
決
算
を
取
り
巻
く
環

境
は
厳
し
く
な
り
、
そ
れ
に
起
因
し
て
業

績
が
悪
化
す
る
企
業
も
少
な
く
な
い
と
考

え
ら
れ
る
。
当
３
月
期
決
算
の
税
効
果
会

計
に
お
け
る
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能

性
の
判
断
に
あ
た
っ
て
は
、
今
回
の
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
企
業
の
将
来

の
収
益
力
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す

か
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
り
、
現
時
点
の

主
要
な
計
画
要
因
が
将
来
変
化
す
る
可
能

性
は
十
分
に
考
え
ら
れ
、
翌
期
以
降
の
業

績
予
測
に
基
づ
く
経
営
計
画
等
の
見
直
し
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（分類１）適用指針17項、18項
分類の要件
次の要件をいずれも満たす企業
●過去（３年）および当期のすべての事業年度において、期末にお

ける将来減算一時差異を十分に上回る課税所得が生じている。
●当期末において、近い将来に経営環境に著しい変化が見込ま

れない。
繰延税金資産の計上額
原則として、繰延税金資産の全額について回収可能性があるも
のとする。

（分類２）適用指針19項～ 21項
分類の要件
次の要件をいずれも満たす企業
●過去（３年）および当期のすべての事業年度において、臨時的な

原因により生じたものを除いた課税所得が、期末における将来
減算一時差異を下回るものの、安定的に生じている。

●当期末において、近い将来に経営環境に著しい変化が見込ま
れない。

●過去（３年）および当期のいずれの事業年度においても重要な
税務上の欠損金が生じていない。

繰延税金資産の計上額
●一時差異等のスケジューリングの結果、繰延税金資産を見積

る場合、当該繰延税金資産は回収可能性があるものとする。
●スケジューリング不能な将来減算一時差異に係る繰延税金資

産の取扱い
（原則）回収可能性がないものとする。
（容認）税務上の損金の算入時期が個別に特定できないが、将来

のいずれかの時点で損金に算入される可能性が高いと見込ま
れるものについて、将来のいずれかの時点で回収できることを
企業が合理的な根拠をもって説明する場合、回収可能性があ
るものとする。

（分類３）適用指針22項～ 25項
分類の要件

（分類４）の②または③の要件を満たす場合を除き、次の要件を
いずれも満たす企業

●過去（３年）および当期において、臨時的な原因により生じたも
のを除いた課税所得が大きく増減している。

●過去（３年）および当期のいずれの事業年度においても重要な
税務上の欠損金が生じていない。

繰延税金資産の計上額
（原則）
●将来の合理的な見積可能期間（おおむね５年）以内の一時差異

等加減算前課税所得の見積額に基づいて、当該見積可能期間
の一時差異等のスケジューリングの結果、繰延税金資産を見
積る場合、当該繰延税金資産は回収可能性があるものとする。

（容認）
●上記にかかわらず、５年を超える見積可能期間においてスケ

ジューリングされた一時差異等に係る繰延税金資産が回収可
能であることを企業が合理的な根拠をもって説明する場合、当
該繰延税金資産は回収可能性があるものとする。
その場合は以下の事項等を勘案する。
・臨時的な原因により生じたものを除いた課税所得が大きく増

減している原因
・中長期計画(おおむね３年から５年の計画を想定している)　
・過去における中長期計画の達成状況
・過去（３年）および当期の課税所得の推移

（分類４）適用指針26項～ 29項
分類の要件
●次のいずれかの要件を満たし、かつ、翌期において一時差異

等加減算前課税所得が生じることが見込まれる企業
①　過去（３年）または当期において、重要な税務上の欠損金

が生じている。
②　過去（３年）において、重要な税務上の欠損金の繰越期限

切れとなった事実がある。
③　当期末において、重要な税務上の欠損金の繰越期限切れ

が見込まれる。
繰延税金資産の計上額

（原則）
●翌期の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、翌

期の一時差異等のスケジューリングの結果、繰延税金資産を
見積る場合、当該繰延税金資産は回収可能性があるものとする。

（容認）
●（分類４）の要件に該当する場合であっても、以下を勘案して、

将来の一時差異等加減算前課税所得の十分性を企業が合理的
な根拠をもって説明する場合には、将来における一時差異等
加減算前課税所得の十分性を説明できる期間に基づき、（分類
２）または（分類３）として取り扱う。
・重要な税務上の欠損金が生じた原因
・中長期計画
・過去における中長期計画の達成状況
・過去（３年）および当期の課税所得または税務上の欠損金の

推移等
※　ここでいう中長期計画はおおむね３年から５年の計画を想定している。
●将来において５年超にわたり一時差異等加減算前課税所得が

安定的に生じることを企業が合理的な根拠をもって説明する場
合、（分類２）に該当するものとして取り扱う。

●将来においておおむね３年から５年程度は一時差異等加減算
前課税所得が生じることを企業が合理的な根拠をもって説明す
る場合、（分類３）に該当するものとして取り扱う。

（分類５）適用指針30項、31項
分類の要件
次の要件をいずれも満たす企業
●過去（３年）および当期のすべての事業年度において、重要な税

務上の欠損金が生じている。
●翌期においても重要な税務上の欠損金が生じることが見込まれ

る。
繰延税金資産の計上額
●原則として、回収可能性はない。

（図表）　企業の分類の要件と繰延税金資産の計上額

の
要
否
を
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
と
な

る
。
業
績
の
悪
化
等
に
よ
り
企
業
の
分

類
の
変
更
と
な
り
繰
延
税
金
資
産
を
取

り
崩
す
場
合
、
修
正
差
額
は
見
直
し
を

行
っ
た
年
度
の
法
人
税
等
調
整
額
に
計

上
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
当
期
純

利
益
の
金
額
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に

な
る（
適
用
指
針
10
項
）。

次
に
、
企
業
の
分
類
の
検
討
に
あ
た

り
留
意
す
べ
き
事
項
を
記
載
す
る
。

①　

近
い
将
来
に
経
営
環
境
に
著
し

い
変
化
が
見
込
ま
れ
な
い

（
分
類
１
）お
よ
び（
分
類
２
）に
該
当
す

る
企
業
の
要
件
と
し
て「
当
期
末
に
お
い



経理情報●2020.5.1（No.1577）12

て
、
近
い
将
来
に
経
営
環
境
に
著
し
い
変

化
が
見
込
ま
れ
な
い
」こ
と
が
あ
る
。
こ

れ
は
、
通
常
、
近
い
将
来
に
課
税
所
得
を

獲
得
す
る
収
益
力
を
大
き
く
変
化
さ
せ
る

よ
う
な
経
営
環
境
の
変
化
が
見
込
ま
れ
な

い
場
合
、
将
来
に
お
い
て
も
一
定
水
準
の

課
税
所
得
が
生
じ
る
と
予
測
で
き
る
状
況

に
あ
る
こ
と
を
意
図
し
て
い
る
が
、
今
回

の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
近
い

将
来
に
経
営
環
境
に
著
し
い
変
化
を
も
た

ら
す
か
ど
う
か
の
検
討
が
必
要
と
な
る
。

当
３
月
期
決
算
で
経
営
環
境
に
著
し
い

変
化
が
見
込
ま
れ
る
と
判
断
し
た
場
合

は
、
要
件
を
充
足
し
な
く
な
る
こ
と
か
ら

企
業
の
分
類
を
変
更
す
る
こ
と
に
な
り
、

当
３
月
期
決
算
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
。

②　
臨
時
的
な
原
因

（
分
類
２
）お
よ
び（
分
類
３
）に
該
当
す

る
企
業
の
要
件
と
し
て「
過
去（
３
年
）お

よ
び
当
期
に
お
い
て
、
臨
時
的
な
原
因
に

よ
り
生
じ
た
も
の
を
除
い
た
課
税
所
得
」

が
安
定
的
に
生
じ
て
い
る
か
、
ま
た
は
、

大
き
く
増
減
し
て
い
る
こ
と
が
あ
り
、
前

者
の
場
合
は（
分
類
２
）と
な
り
、
後
者
の

場
合
は（
分
類
３
）に
区
分
さ
れ
る
。（
分
類

２
）の
企
業
は
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
可
能

な
一
時
差
異
等
の
全
額
に
つ
い
て
繰
延
税

金
資
産
を
計
上
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る

が
、（
分
類
３
）の
企
業
は
、
将
来
の
合
理

的
な
見
積
可
能
期
間（
お
お
む
ね
５
年
）以

内
の
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税
所
得
の

見
積
額
を
限
度
と
し
て
繰
延
税
金
資
産
を

計
上
す
る
こ
と
に
な
る
。
当
３
月
期
決
算

は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

で
、
課
税
所
得
が
過
去
と
比
し
て
変
動
す

る
こ
と
が
考
え
ら
れ
、
そ
の
場
合
に
お
い

て「
課
税
所
得
が
安
定
的
に
生
じ
て
い
る
」

と
い
え
る
の
か
の
検
討
が
必
要
と
な
る
。

ま
た
、
適
用
指
針
71
項
に
お
い
て
は

「
一
方
、
特
別
損
益
項
目
に
係
る
益
金
及

び
損
金
で
あ
っ
て
も
必
ず
し
も﹃
臨
時
的

な
原
因
に
よ
り
生
じ
た
も
の
﹄に
該
当
す

る
と
は
限
ら
ず
、
企
業
が
置
か
れ
た
状
況

や
項
目
の
性
質
等
を
勘
案
し
、
将
来
に
お

い
て
頻
繁
に
生
じ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る

か
ど
う
か
を
個
々
に
項
目
ご
と
に
判
断
す

る
こ
と
と
な
る
と
考
え
ら
れ
る
」と
さ
れ

て
お
り
、「
臨
時
的
な
原
因
に
よ
り
生
じ
た

も
の
」に
該
当
す
る
か
否
か
の
判
断
は
慎

重
に
判
断
す
る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ

る
。

③　
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の「
重
要
な
」

今
回
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

に
よ
り
企
業
の
業
績
が
悪
化
し
税
務
上
の

欠
損
金
が
発
生
す
る
企
業
も
あ
る
と
考
え

ら
れ
る
。（
分
類
２
）、（
分
類
３
）お
よ
び

（
分
類
４
）に
該
当
す
る
企
業
の
要
件
に

「
過
去（
３
年
）お
よ
び
当
期
の
い
ず
れ
の

事
業
年
度
に
お
い
て
も
重
要
な
税
務
上
の

欠
損
金
」が
生
じ
て
い
る
か
否
か
が
あ
る
。

税
務
上
の
欠
損
金
の
発
生
が
見
込
ま
れ
る

企
業
は
、「
重
要
な
」税
務
上
の
欠
損
金
に

該
当
す
る
か
ど
う
か
の
検
討
が
必
要
と
な

る
。
た
と
え
ば
、（
分
類
２
）や（
分
類
３
）

の
会
社
が
、
当
３
月
期
に
発
生
し
た
税
務

上
の
欠
損
金
を「
重
要
」と
判
断
し
た
場

合
、
ま
ず
は（
分
類
４
）と
な
る
が
、
そ
の

場
合
は
翌
１
年
間
の
一
時
差
異
等
加
減
算

前
課
税
所
得
の
見
積
額
を
限
度
と
す
る
繰

延
税
金
資
産
し
か
計
上
で
き
な
い
た
め
、

そ
の
場
合
当
３
月
期
決
算
に
影
響
を
及
ぼ

す
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

こ
こ
で「
重
要
な
」税
務
上
の
欠
損
金
と

は
、
ど
の
程
度
の
水
準
な
の
か
は
適
用
指

針
に
お
い
て
明
確
に
は
さ
れ
て
い
な
い
。

こ
の
点
、
重
要
性
に
つ
い
て
は
、
個
々
の

企
業
の
状
況
に
応
じ
て
判
断
す
る
こ
と
が

想
定
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
た
と

え
ば
、
当
３
月
期
に
生
じ
た
税
務
上
の
欠

損
金
が
翌
期
に
生
じ
る
と
見
込
ま
れ
る
課

税
所
得
に
よ
っ
て
解
消
す
る
と
い
っ
た
状

況
に
お
い
て
は
、
重
要
で
は
な
い
と
の
判

断
が
な
さ
れ
る
場
合
も
あ
り
得
る
と
考
え

ら
れ
る
が
、
個
々
の
企
業
の
状
況
に
応
じ

て
慎
重
な
判
断
が
求
め
ら
れ
る
。

④　
（
分
類
４
）
か
ら
容
認
規
定
に
よ

り
（
分
類
２
）
お
よ
び
（
分
類
３
）

と
し
て
取
り
扱
う
場
合

重
要
な
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
が
生
じ

て
い
る
等
に
よ
り（
分
類
４
）の
要
件
を
満

た
す
企
業
で
あ
っ
て
も
、
将
来
の
一
時
差

異
等
加
減
算
前
課
税
所
得
の
十
分
性
を
企

業
が
合
理
的
な
根
拠
を
も
っ
て
説
明
す
る

場
合
に
は
、
説
明
可
能
な
期
間
に
基
づ
き

５
年
を
超
え
て
安
定
的
に
生
じ
る
場
合
は

（
分
類
２
）に
、
お
お
む
ね
３
年
か
ら
５
年

程
度
は
生
じ
る
と
す
る
場
合
は（
分
類
３
）

と
し
て
取
り
扱
う
と
さ
れ
て
い
る
。
当
３

月
期
決
算
で
、
新
た
に（
分
類
４
）に
該
当

す
る
企
業
も
あ
る
と
思
わ
れ
、（
分
類
２
）

ま
た
は（
分
類
３
）と
で
き
る
か
に
つ
い
て

の
検
討
が
必
要
と
な
る
。

こ
こ
で
、（
分
類
４
）か
ら（
分
類
２
）と

し
て
取
り
扱
う
場
合
は
、
一
時
差
異
等
加

減
算
前
課
税
所
得
を
5
年
超
に
わ
た
り
安

定
的
に
獲
得
す
る
だ
け
の
収
益
力
を
企
業

が
合
理
的
な
根
拠
を
も
っ
て
説
明
す
る
場

合
で
あ
り
、（
分
類
４
）か
ら（
分
類
３
）と

し
て
取
り
扱
う
場
合
に
比
べ
て
多
く
な
い

と
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ

る（
適
用
指
針
89
項
）。
な
お
、（
分
類
４
）

に
係
る
分
類
要
件
を
満
た
す
も
の
の（
分

類
２
）や（
分
類
３
）と
し
て
取
り
扱
う
こ

と
が
で
き
る
の
は
、
将
来
の
一
時
差
異
等

加
減
算
前
課
税
所
得
の
十
分
性
を「
企
業

が
」合
理
的
な
根
拠
を
も
っ
て「
説
明
す

る
」場
合
で
あ
り
、
説
明
を
行
う
主
体
は

あ
く
ま
で
企
業
自
身
で
あ
る
こ
と
が
明
確

に
な
っ
て
い
る
こ
と
に
も
留
意
す
る
必
要
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が
あ
る
。

ま
た
、
こ
れ
ま
で
も（
分
類
２
）ま
た
は

（
分
類
３
）と
取
り
扱
う（
分
類
４
）と
し
て

い
た
企
業
に
お
い
て
も
、
当
３
月
期
決
算

に
て
将
来
の
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税

所
得
の
十
分
性
を
合
理
的
な
根
拠
を
も
っ

て「
説
明
す
る
」こ
と
が
必
要
で
あ
る
。「
説

明
す
る
」こ
と
が
で
き
な
い
場
合
は
、
原

則
の（
分
類
４
）に
な
る
と
考
え
ら
れ
、
そ

の
判
断
に
よ
っ
て
は
当
３
月
期
決
算
に
影

響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

将
来
の
課
税
所
得
の

合
理
的
な
見
積
り

⑴　
将
来
の
課
税
所
得
の
合
理
的
な

見
積
方
法

将
来
の
課
税
所
得
は
、
合
理
的
な
仮
定

に
基
づ
く
業
績
予
測
に
よ
っ
て
見
積
る
。

具
体
的
に
は
、
適
切
な
権
限
を
有
す
る
機

関
の
承
認
を
得
た
業
績
予
測
の
前
提
と

な
っ
た
数
値
を
、
経
営
環
境
等
の
企
業
の

外
部
要
因
に
関
す
る
情
報
や
企
業
が
用
い

て
い
る
内
部
の
情
報（
過
去
に
お
け
る
中

長
期
計
画
の
達
成
状
況
、
予
算
や
そ
の
修

正
資
料
、
業
績
評
価
の
基
礎
デ
ー
タ
、
売

上
見
込
み
、
取
締
役
会
資
料
を
含
む
）と

整
合
的
に
修
正
し
、課
税
所
得
を
見
積
る
。

な
お
、
業
績
予
測
は
、
中
長
期
計
画
、
事

業
計
画
ま
た
は
予
算
編
成
の
一
部
等
そ
の

呼
称
は
問
わ
な
い
と
さ
れ
て
い
る（
適
用

指
針
32
項
）。

つ
ま
り
、
合
理
的
な
仮
定
に
基
づ
く
将

来
の
業
績
予
測
に
よ
っ
て
、
実
現
可
能
性

の
高
い
将
来
の
課
税
所
得
を
見
積
る
必
要

が
あ
る
。

⑵　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
、
企

業
の
将
来
の
課
税
所
得
の
見
積
り
に
及
ぼ

す
影
響
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
特
に

主
要
な
将
来
計
画
の
要
因
に
与
え
る
影
響

に
留
意
が
必
要
で
あ
り
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
踏
ま
え
、
翌
期

以
降
の
経
営
計
画
の
見
直
し
の
有
無
を
検

討
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
こ
こ
で
、

将
来
の
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税
所
得

を
適
切
に
見
積
る
こ
と
は
、
繰
延
税
金
資

産
の
回
収
可
能
性
を
判
断
す
る
に
あ
た
っ

て
の
前
提
と
な
り
非
常
に
重
要
で
あ
る
。

そ
れ
は
企
業
に
よ
る
将
来
の
業
績
予
測
に

基
づ
く
経
営
計
画
が
基
礎
と
な
る
が
、
明

ら
か
に
合
理
性
を
欠
く
経
営
計
画
と
認
め

ら
れ
る
場
合
は
、
そ
の
ま
ま
採
用
す
る
の

で
は
な
く
、
適
宜
、
必
要
な
修
正
を
行
っ

た
う
え
で
課
税
所
得
を
見
積
る
必
要
が
あ

る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大

に
よ
る
事
象
は
、
当
３
月
期
決
算
の
企
業

業
績
に
影
響
を
与
え
、
先
行
き
が
不
透
明

な
な
か
で
将
来
計
画
の
見
直
し
に
至
急
取

り
組
ん
で
い
る
企
業
も
多
い
と
思
わ
れ

る
。
た
と
え
ば
、
現
時
点
で
判
明
し
て
い

る
事
実
と
当
３
月
期
決
算
に
与
え
て
い
る

影
響
を
整
理
し
、
そ
れ
ら
が
将
来
計
画
を

構
成
す
る
個
々
の
要
素
に
、
直
接
的
、
間

接
的
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す
の
か

を
検
討
し
、
そ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
合
理
的

な
仮
定
に
基
づ
い
て
将
来
の
見
積
り
を
実

施
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。

ま
た
、
現
時
点
で
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
収
束
時
期
の
合
理
的
な
予
測

は
困
難
と
考
え
ら
れ
、
将
来
の
ど
の
年
度

ま
で
影
響
を
織
り
込
む
の
か
は
難
し
い
判

断
と
な
る
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
２
０
２
０
年
４
月

10
日
に
日
本
公
認
会
計
士
協
会
か
ら「
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
連
す
る

監
査
上
の
留
意
事
項（
そ
の
２
）⑴
が
公
表

さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
収
束
時
期
等
の
予
測

に
関
し
て
、
経
営
者
が
一
定
の
仮
定
を
置

い
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の
仮
定
が「
明

ら
か
に
不
合
理
で
あ
る
場
合
」に
該
当
し

な
い
こ
と
を
確
か
め
る
必
要
が
あ
る
が
、

収
束
時
期
だ
け
で
な
く
、
収
束
後
の
経
済

状
態
や
市
場
、
消
費
動
向
も
相
当
程
度
の

不
確
実
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る（
仕
入

先
・
取
引
先
の
倒
産
、
失
業
者
の
増
加
、

世
界
か
ら
の
調
達
物
資
の
滞
留
な
ど
の
可

能
性
）。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
収
束
時
期
等
以
外
の
会
計
上
の
見
積
り

に
影
響
を
及
ぼ
す
事
象
や
状
況
に
つ
い

て
、
企
業
の
事
業
活
動
に
マ
イ
ナ
ス
の
影

響
を
及
ぼ
す
情
報
お
よ
び
プ
ラ
ス
の
影
響

を
及
ぼ
す
情
報
の
双
方
を
含
む
入
手
可
能

な
偏
り
の
な
い
情
報
を
総
合
的
に
評
価
し

て
、
悲
観
的
で
も
な
く
、
楽
観
的
で
も
な

い
仮
定
に
基
づ
く
企
業
固
有
の
事
情
を
反

映
し
た
説
明
可
能
な
仮
定
に
な
っ
て
い
る

こ
と
を
検
討
し
た
う
え
で
、
会
計
上
の
見

積
り
が
実
施
さ
れ
て
い
る
か
を
検
討
す
る

こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
と
さ
れ
て

い
る
。 

⑴　

日
本
公
認
会
計
士
協
会
か
ら
の
公
表
資
料https://

jic
p

a
.o

r.jp
/

s
p

e
c

ia
liz

e
d

_
fie

ld
/

files/0-99-0-0-20200410.pdf

一
時
差
異
項
目
に
与
え
る

影
響当

３
月
期
決
算
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
る
業
績
の
悪
化
を

受
け
、
固
定
資
産
の
減
損
損
失
、
関
係
会

社
株
式
の
評
価
減
、
貸
倒
引
当
金
の
計
上

等
に
よ
り
、
新
た
に
将
来
減
算
一
時
差
異

等
が
発
生
す
る
、
ま
た
は
追
加
に
発
生
す

る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
こ
こ
で
は
、
そ

れ
ぞ
れ
の
税
効
果
会
計
に
お
け
る
留
意
点
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に
つ
い
て
記
載
す
る
。

⑴　
固
定
資
産
の
減
損
損
失

固
定
資
産
の
減
損
損
失
に
係
る
将
来
減

算
一
時
差
異
は
、
償
却
性
資
産
か
非
償
却

資
産
か
で
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性

の
判
断
が
異
な
る
こ
と
に
な
る
。

建
物
等
の
償
却
性
資
産
の
減
損
損
失
に

係
る
将
来
減
算
一
時
差
異
は
、
減
価
償
却

計
算
を
通
じ
て
解
消
す
る
こ
と
か
ら
、
ス

ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
可
能
な
一
時
差
異
と
し

て
取
り
扱
う
。
た
だ
し
、
減
価
償
却
超
過

額
に
係
る
一
時
差
異
の
よ
う
に
解
消
見
込

年
度
が
長
期
に
わ
た
る
将
来
減
算
一
時
差

異
と
し
て
取
り
扱
う
こ
と
は
で
き
な
い
こ

と
に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

非
償
却
性
資
産
で
あ
る
土
地
は
、
一
般

的
に
は
土
地
を
売
却
す
る
こ
と
に
よ
り
一

時
差
異
が
解
消
す
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、

企
業
が
売
却
の
意
思
決
定
を
し
た
こ
と
の

み
を
も
っ
て
売
却
の
実
現
可
能
性
が
高
い

か
否
か
を
判
断
で
き
な
い
と
考
え
ら
れ

る
。
つ
ま
り
、
売
却
は
決
め
た
が
い
つ
ま

で
も
売
却
先
が
み
つ
か
ら
ず
想
定
し
た
時

期
ま
で
に
売
却
が
実
現
し
な
い
可
能
性
も

考
え
ら
れ
る
た
め
で
あ
る
。
そ
の
た
め
非

償
却
性
資
産
の
減
損
損
失
に
つ
い
て
、
ス

ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
可
能
な
一
時
差
異
と
し

て
取
り
扱
う
た
め
に
は
、
期
末
時
点
で
売

却
の
実
現
可
能
性
が
高
い
こ
と
を
説
明
す

る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
判
断
は
慎
重
に
な

さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

⑵　
関
係
会
社
株
式
の
評
価
減

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

は
、
親
会
社
の
み
な
ら
ず
関
係
会
社
の
業

績
に
も
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
考
え
ら
れ

る
。
業
績
の
悪
化
に
よ
り
保
有
す
る
関
係

会
社
の
株
式
に
対
し
て
減
損
処
理
を
実
施

し
た
場
合
、
株
式
評
価
損
に
係
る
一
時
差

異
が
発
生
す
る
。
こ
の
株
式
評
価
損
に
係

る
一
時
差
異
は
、
会
社
の
売
却
や
清
算
の

意
思
決
定
が
正
式
に
な
さ
れ
て
い
な
い
場

合
は
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
不
能
な
一
時

差
異
と
し
て
取
り
扱
う
。
株
式
の
評
価
損

に
係
る
一
時
差
異
を
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン

グ
可
能
と
取
り
扱
う
た
め
に
は
、
期
末
時

点
で
売
却
等
の
実
現
可
能
性
が
高
い
こ
と

を
説
明
す
る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
判
断
は

慎
重
に
な
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

⑶　
貸
倒
引
当
金（
個
別
評
価
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
り
、

相
手
先
の
業
績
が
悪
化
す
る
こ
と
に
よ

り
、
新
た
に
貸
倒
引
当
金
を
計
上
、
ま
た

は
追
加
計
上
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。

貸
倒
引
当
金
に
係
る
将
来
減
算
一
時
差

異
は
、
期
末
に
お
い
て
相
手
先
の
倒
産

等
、
将
来
の
一
定
事
実
の
発
生
を
確
実
に

見
込
む
こ
と
が
で
き
ず
、
税
務
上
損
金
算

入
で
き
る
時
期
が
明
確
と
な
ら
な
い
場
合

は
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
不
能
な
一
時
差

異
と
し
て
取
り
扱
う
。
た
と
え
ば
、
翌
期

に
お
い
て
債
権
放
棄
の
手
続
を
行
う
こ
と

等
に
よ
り
一
時
差
異
が
解
消
す
る
見
込
み

が
あ
る
と
し
て
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
可
能

な
一
時
差
異
と
判
断
す
る
場
合
や
、
過
去

の
税
務
上
の
損
金
算
入
実
績
に
将
来
の
合

理
的
な
予
測
を
加
味
し
た
方
法
等
に
よ
り

ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
が
行
わ
れ
て
い
る
場

合
は
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
可
能
な
一
時

差
異
と
判
断
す
る
場
合
が
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
が
、
そ
の
判
断
は
慎
重
に
な
さ
れ
る

必
要
が
あ
る
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
取
扱
い

繰
延
税
金
資
産
は
、
将
来
減
算
一
時
差

異
を
利
用
で
き
る
課
税
所
得
が
生
ず
る
可

能
性
が
高
い
場
合
に
の
み
認
識
す
る
。
将

来
の
期
に
お
い
て
、
将
来
減
算
一
時
差
異
の

解
消
に
よ
っ
て
課
税
所
得
計
算
上
の
損
金

算
入
が
生
じ
る
場
合
に
、
こ
の
損
金
算
入

額
と
相
殺
す
る
の
に
十
分
な
課
税
所
得
の

あ
る
企
業
だ
け
が
、
未
払
い
税
金
の
減
少

と
い
う
形
で
経
済
的
便
益
を
得
ら
れ
る
た

め
で
あ
る
。
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能

性
の
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
、
企
業
が

期
待
す
る
将
来
の
収
益
性
に
関
し
て
、
過

去
の
課
税
所
得
の
安
定
性
や
将
来
の
展
望
、

課
税
所
得
を
見
積
る
時
期
の
遠
さ
な
ど
を

検
討
し
、
判
明
し
た
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
証
拠

と
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
証
拠
の
す
べ
て
を
考
慮
す

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
課
税
所
得
が
生
ず
る

可
能
性
が
高
い
と
判
断
さ
れ
る
場
合
は
繰

延
税
金
資
産
を
認
識
す
る
こ
と
に
な
る
。

ま
た
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
で
は
繰
延
税
金
資
産

の
回
収
可
能
性
に
関
し
て
前
述
の
よ
う
な

企
業
の
分
類
に
よ
り
計
上
額
を
検
討
す
る

と
い
っ
た
詳
細
な
ガ
イ
ダ
ン
ス
は
定
め
ら

れ
て
い
な
い
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

企
業
会
計
基
準
委
員
会
の

議
事
概
要

２
０
２
０
年
４
月
９
日
に
開
催
さ
れ
た

第
４
２
９
回
企
業
会
計
基
準
委
員
会
に
お

い
て
、「
会
計
上
の
見
積
り
を
行
う
上
で
の

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
の

考
え
方
」が
審
議
さ
れ
、
議
事
概
要
が
公

表
さ
れ
て
い
る
⑵
。
議
事
概
要
で
は
、
会

計
上
の
見
積
り
を
行
う
に
あ
た
っ
て
は
、

次
の
点
に
つ
い
て
留
意
す
る
必
要
が
あ
る

と
し
て
い
る
。
⑴
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
影
響
の
よ
う
に
不
確
実
性
が
高

い
事
象
に
つ
い
て
も
、
一
定
の
仮
定
を
置

き
最
善
の
見
積
り
を
行
う
必
要
が
あ
る
、

⑶
一
定
の
仮
定
を
置
く
に
あ
た
っ
て
は
、

外
部
の
情
報
源
に
基
づ
く
客
観
性
の
あ

る
情
報
を
用
い
る
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
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特集

石田　博士（いしだ・ひろし）
有限責任 あずさ監査法人　
会計プラクティス部　兼　審
査サポート室　公認会計士
製造業等の上場会社の会計監
査、アドバイザリー業務等に
従事し、現在は品質管理関連
業務を担当している。

不
確
実
性
の
増
大
に
よ
り
見
積
り
が
困
難
に

金
融
資
産
の
評
価・

減
損
処
理
上
の
留
意
点

第２章

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

内
田
　
俊
也

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
世
界
的
に
株
価
が
下
落
し
、企
業
の
信

用
リ
ス
ク
も
増
大
し
て
い
る
。新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
今
後
の
感
染
拡

大
お
よ
び
経
済
へ
の
影
響
に
つ
い
て
は

大
き
な
不
確
実
性
が
存
在
し
て
い
る
。

●
金
融
資
産
の
評
価
お
よ
び
減
損
の
要
否

を
考
え
る
う
え
で
は
、見
積
り
が
必
要

に
な
る
場
面
に
お
い
て
、難
し
い
判
断

が
要
求
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
が

金
融
資
産
へ
及
ぼ
す
影
響

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス（
以
下
、「
新
型

コ
ロ
ナ
」と
い
う
）の
感
染
が
世
界
的
に
拡

大
し
た
２
０
２
０
年
３
月
、
マ
ー
ケ
ッ
ト

は
不
安
定
に
異
常
な
値
動
き
を
繰
り
返

し
、
世
界
中
の
株
価
は
大
幅
に
下
落
、
企

業
の
信
用
リ
ス
ク
も
増
大
し
た
。
感
染
が

今
後
ど
の
よ
う
に
推
移
し
、
社
会
・
経
済

に
ど
の
よ
う
な
影
響
が
生
じ
、
そ
の
影
響

が
ど
の
程
度
続
く
の
か
に
つ
い
て
、
重
大

な
不
確
実
性
が
存
在
し
て
い
る
。
こ
の
章

で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
拡
大
が
３
月

決
算
企
業
の
金
融
資
産
の
会
計
処
理
に
及

ぼ
す
影
響
を
、
日
本
基
準
と
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の

そ
れ
ぞ
れ
の
観
点
か
ら
考
え
て
み
た
い
。

日
本
基
準
に
お
け
る
論
点

⑴　
そ
の
他
有
価
証
券
の
期
末
時
価

の
算
定

時
価
評
価
さ
れ
て
い
る
そ
の
他
有
価
証

券
は
、
原
則
と
し
て
、
期
末
日
の
市
場
価

格
に
基
づ
い
て
期
末
の
時
価
を
算
定
す
る

と
さ
れ
て
い
る
が
、
期
末
前
１
カ
月
間
の

市
場
価
格
の
平
均
を
用
い
る
こ
と
も
認
め

ら
れ
て
い
る
。
な
お
、
こ
の
３
月
中
に
お
け

る
１
カ
月
間
の
株
価
の
大
き
な
変
動
に
鑑

み
て
、
従
来
の
会
計
方
針
を
変
更
し
た
い

と
考
え
る
企
業
も
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
し

か
し
な
が
ら
こ
の
選
択
は
毎
期
継
続
適
用

が
要
求
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
こ
の
３

月
決
算
に
つ
い
て
も
、
従
来
か
ら
継
続
し
て

い
る
評
価
方
法
に
基
づ
い
て
、
期
末
の
時

価
を
算
定
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ

る（
会
計
制
度
委
員
会
報
告
14
号「
金
融
商

品
会
計
に
関
す
る
実
務
指
針
」（
以
下
、「
金

融
商
品
会
計
実
務
指
針
」と
い
う
）75
項
）。

⑵　
減
損
損
失
の
認
識

①　
時
価
の
あ
る
有
価
証
券
（
株
式
・

債
券
）

売
買
目
的
有
価
証
券
以
外
の
時
価
の
あ

る
有
価
証
券（
た
と
え
ば
、
そ
の
他
有
価

証
券
に
分
類
さ
れ
る
上
場
株
式
）に
つ
い

て
は
、時
価
が
著
し
く
下
落
し
た
と
き
は
、

回
復
す
る
見
込
み
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る

場
合
を
除
き
、
当
該
時
価
を
も
っ
て
貸
借

対
照
表
価
額
と
し
、
評
価
差
額
を
当
期
の

損
失
と
し
て
処
理（
減
損
処
理
）し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、減
損
損
失
は
、

「
時
価
が
著
し
く
下
落
」し
、
か
つ
、「
回
復

す
る
見
込
み
が
あ
る
と
は
認
め
ら
れ
な
い

場
合
」に
認
識
さ
れ
る（
金
融
商
品
会
計
実

務
指
針
91
項
）。

そ
れ
が
難
し
い
場
合
に
は
企
業
自
ら
一

定
の
仮
定
を
置
く
必
要
が
あ
る
、
⑶
最

善
の
見
積
り
を
行
っ
た
場
合
、
見
積
り

が
明
ら
か
に
不
合
理
で
な
い
限
り
、
見

積
り
と
事
後
的
な
結
果
に
乖
離
が
生
じ

た
と
し
て
も「
誤
謬
」に
は
あ
た
ら
な
い
、

⑷
企
業
が
行
っ
た
見
積
り
を
財
務
諸
表
利

用
者
が
理
解
で
き
る
よ
う
な
情
報
を
具
体

的
に
開
示
す
る
必
要
が
あ
る
。

⑵　

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
か
ら
の
公
表
資
料https://w

w
w

.asb.or.jp/
jp/w

p-content/uploads/20200409_429g_02.pdf
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⒜　
著
し
い
時
価
の
下
落

著
し
い
時
価
の
下
落
と
は
、
取
得
原
価

に
対
す
る
時
価
の
下
落
率
に
応
じ
て
、
図

表
の
と
お
り
取
り
扱
う
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
こ
で
、
著
し
い
時
価
の
下
落
に
該
当

す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
企
業
自
身
が
設

定
す
る「
合
理
的
な
基
準
」は
、
恣
意
性
を

排
除
す
る
た
め
に
、
文
書
を
も
っ
て
設
定
し

て
お
き
、
毎
期
継
続
的
に
適
用
す
る
こ
と

が
必
要
と
さ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
従
来

と
同
じ
基
準
に
基
づ
く
判
断
が
こ
の
期
末

に
お
い
て
も
求
め
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

な
お
、
採
用
し
て
い
る
基
準
の
内
容
を
注
記

に
よ
り
説
明
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ

て
い
る（
金
融
商
品
会
計
実
務
指
針
284
項
）。

⒝　
時
価
の
回
復
可
能
性

時
価
の
著
し
い
下
落
が
あ
る
と
判
断
さ

れ
た
場
合
で
も
、
時
価
が
回
復
す
る
見
込

み
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
減

損
損
失
は
認
識
さ
れ
な
い
。

株
式
に
つ
い
て
回
復
す
る
見
込
み
が
あ

る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
と
は
、
時
価
の
下

落
が
一
時
的
な
も
の
で
あ
り
、
期
末
日
後

お
お
む
ね
１
年
以
内
に
時
価
が
取
得
原
価

に
ほ
ぼ
近
い
水
準
に
ま
で
回
復
す
る
見
込

み
の
あ
る
こ
と
を
合
理
的
な
根
拠
を
も
っ

て
予
測
で
き
る
場
合
と
さ
れ
て
い
る
。
こ

の
場
合
の
合
理
的
な
根
拠
は
、
個
別
銘
柄

ご
と
に
、
株
式
の
取
得
時
点
、
期
末
日
お

よ
び
期
末
日
後
に
お
け
る
市
場
価
額
の
推

移
お
よ
び
市
場
環
境
の
動
向
、
最
高
値
・

最
安
値
と
購
入
価
格
と
の
乖
離
状
況
、
発

行
会
社
の
業
況
等
の
推
移
等
、
時
価
下
落

の
内
的
・
外
的
要
因
を
総
合
的
に
勘
案
し

て
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
に
関
し
て
、
金
融
商
品
会
計
実
務

指
針
284
項
で
は
、
短
期
的
な
景
気
循
環
や

市
場
に
お
け
る
金
利
や
為
替
等
の
諸
要
因

の
変
動
に
よ
っ
て
、（
時
価
の
下
落
が
）お

お
む
ね
株
式
市
場
全
体
に
つ
い
て
生
じ
て

い
る
場
合
な
ど
で
、
固
有
の
変
動
要
因
等

が
な
い
銘
柄
に
つ
い
て
は
回
復
す
る
見
込

み
が
あ
る
と
通
常
は
判
断
で
き
る
、
と
さ

れ
て
い
る
。
今
回
の
新
型
コ
ロ
ナ
に
よ
る

影
響
に
よ
り
株
式
市
場
は
全
体
と
し
て
下

落
し
て
い
る
が
、
そ
の
事
実
の
み
を
も
っ

て
特
定
銘
柄
に
つ
い
て
回
復
可
能
性
が
あ

る
と
結
論
づ
け
る
の
で
は
な
く
、
よ
り
慎

重
な
検
討
を
要
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
株

価
の
下
落
の
程
度
は
業
種
や
企
業
で
異
な

り
、
マ
ー
ケ
ッ
ト
は
新
型
コ
ロ
ナ
が
実
体

経
済
に
及
ぼ
す
影
響
を
個
別
に
反
映
し
て

い
る
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。

株
価
が
１
年
以
内
に
取
得
原
価
に
ほ
ぼ

近
い
水
準
ま
で
回
復
す
る
か
の
判
断
を
行

う
に
あ
た
っ
て
は
、
一
般
的
に
は
、
時
価

の
下
落
率
が
高
い
ほ
ど
、
時
価
の
回
復
可

能
性
を
合
理
的
な
根
拠
を
も
っ
て
主
張
す

る
こ
と
は
難
し
く
な
る
よ
う
に
思
わ
れ

る
。
ま
た
、
時
価
の
著
し
い
下
落
が
、
新

型
コ
ロ
ナ
に
の
み
起
因
し
て
い
る
の
か
、

ま
た
は
そ
れ
以
外
の
要
因
も
含
ま
れ
て
い

る
の
か
に
つ
い
て
は
慎
重
な
検
討
が
必
要

と
思
わ
れ
る
。
後
者
の
場
合
に
は
、
新
型

コ
ロ
ナ
の
問
題
が
解
決
し
た
と
し
て
も
、

時
価
が
取
得
原
価
の
水
準
ま
で
回
復
し
な

い
可
能
性
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。

一
方
、
債
券
に
つ
い
て
は
、
信
用
リ
ス
ク

の
増
大
に
起
因
し
て
時
価
が
著
し
く
下
落

し
た
場
合
に
は
、
十
分
な
根
拠
に
基
づ
い

て
反
証
で
き
る
場
合
を
除
き
、
回
復
可
能

性
は
な
い
と
判
断
す
る
。
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
金

利
は
依
然
と
し
て
低
く
、
時
価
の
下
落
の

理
由
を
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
金
利
の
変
化
に
求
め

る
こ
と
は
難
し
い
。
新
型
コ
ロ
ナ
に
よ
る
信

用
リ
ス
ク
の
増
大
以
外
の
理
由
で
時
価
が

著
し
く
下
落
し
た
と
い
え
る
か
ど
う
か
は

慎
重
な
判
断
が
必
要
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。

⒞　
期
末
前
１
カ
月
間
の
平
均
時
価
を
用

い
て
い
る
そ
の
他
有
価
証
券

時
価
の
あ
る
そ
の
他
有
価
証
券
の
う

ち
、
期
末
前
１
カ
月
間
の
市
場
価
格
の
平

均
を
時
価
と
す
る
会
計
方
針
を
採
用
し
て

い
る
場
合
に
は（
前
記
⑴
を
参
照
）、
時
価

の
著
し
い
下
落
の
有
無
の
判
定
に
お
い
て

も
当
該
平
均
価
格
を
用
い
る
こ
と
に
な

る
。
当
該
有
価
証
券
に
つ
い
て
減
損
損
失

が
認
識
さ
れ
る
場
合
、
減
損
損
失
を
認
識

す
る
際
に
用
い
る
時
価
は
、
継
続
適
用
を

条
件
と
し
て
、
当
該
平
均
価
格
を
用
い
る

こ
と
が
で
き
る
。
な
お
、
期
末
時
価
を
用

い
て
減
損
損
失
を
認
識
す
る
こ
と
も
認
め

ら
れ
て
い
る（
金
融
商
品
会
計
に
関
す
る

Ｑ
＆
Ａ
の
Ｑ
32
）。

②　
非
上
場
株
式

市
場
で
売
買
さ
れ
な
い
非
上
場
株
式

は
、
取
得
原
価
を
も
っ
て
貸
借
対
照
表
価

額
と
す
る（
金
融
商
品
会
計
実
務
指
針
63

項
）。
非
上
場
株
式
は
、
当
該
株
式
の
発

行
会
社
の
財
政
状
態
の
悪
化
に
よ
り
実
質

価
額
が
著
し
く
低
下
し
た
と
き
に
減
損
処

理
を
行
う
と
さ
れ
て
い
る（
金
融
商
品
会

計
実
務
指
針
92
項
）。

⒜　
実
質
価
額

実
質
価
額
と
は
、
通
常
は
、
１
株
当
た

り
の
純
資
産
額
に
所
有
株
式
数
を
乗
じ
た

金
額
と
さ
れ
て
い
る
。
１
株
当
た
り
の
純
資

産
額
は
、
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る

会
計
基
準
に
準
拠
し
て
作
成
し
た
財
務
諸

表
を
基
礎
に
、
原
則
と
し
て
、
資
産
等
の

時
価
評
価
に
基
づ
く
評
価
差
額
等
を
加
味

し
て
算
定
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。
財
務
諸
表

は
、
決
算
日
ま
で
に
入
手
し
得
る
直
近
の

（図表）　著しい時価の下落

取得原価に
対する

時価の下落率

著しい時価の
下落に該当

するか

50％以上 該当する。

30％～ 50％
企業が設定した
「合理的な基
準」に基づく。

30％未満 一般的には
該当しない。
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特集

も
の
を
使
用
し
、
そ
の
後
の
状
況
で
財
政
状

態
に
重
要
な
影
響
を
及
ぼ
す
事
項
が
判
明

し
て
い
れ
ば
そ
の
事
項
も
加
味
す
る
。

な
お
、
超
過
収
益
力
や
経
営
権
等
を
反

映
し
て
１
株
当
た
り
純
資
産
額
よ
り
も
相

当
高
い
金
額
で
当
該
会
社
の
株
式
を
取
得

す
る
こ
と
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
場
合
の

実
質
価
額
は
、
取
得
時
に
支
払
っ
た
超
過

収
益
力
や
経
営
権
等
を
加
味
し
て
算
定
で

き
る
が
、
こ
れ
ら
の
超
過
収
益
力
等
が
取

得
後
減
少
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
、
こ
の

よ
う
な
場
合
に
は
、
た
と
え
発
行
会
社
の

財
政
状
態
の
悪
化
が
な
か
っ
た
と
し
て

も
、
減
損
が
認
識
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
。

⒝　
実
質
価
額
の
著
し
い
低
下

実
質
価
額
が
著
し
く
低
下
し
た
と
き
と

は
、
少
な
く
と
も
株
式
の
実
質
価
額
が
取

得
原
価
に
比
べ
て
50
％
程
度
以
上
低
下
し

た
場
合
と
さ
れ
て
い
る
。

⒞　
実
質
価
額
の
回
復
可
能
性

非
上
場
株
式
の
場
合
は
、
時
価
の
あ
る

有
価
証
券
と
は
異
な
り
、
減
損
処
理
の
要

否
に
あ
た
り
回
復
可
能
性
の
判
定
は
要
求

さ
れ
て
い
な
い
。
こ
れ
は
、
通
常
、
非
上

場
の
会
社
に
つ
い
て
回
復
可
能
性
の
判
定

を
行
う
こ
と
は
困
難
で
あ
る
た
め
、
そ
の

下
落
率
の
み
に
よ
っ
て
減
損
処
理
を
行
う

こ
と
が
妥
当
と
判
断
さ
れ
た
た
め
で
あ

る
。
そ
の
た
め
、
減
損
処
理
は
、
株
式
の

実
質
価
額
が
取
得
原
価
に
比
べ
て
少
な
く

と
も
50
％
程
度
以
上
低
下
し
て
い
る
必
要

が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
個
別
財
務
諸
表
に
お

い
て
計
上
さ
れ
る
非
上
場
の
子
会
社
・
関

連
会
社
株
式
に
つ
い
て
は
、
財
務
諸
表
を

時
価
評
価
等
し
た
実
質
ベ
ー
ス
で
作
成
す

る
こ
と
や
、
中
長
期
の
事
業
計
画
等
を
入

手
し
て
財
政
状
態
の
改
善
の
見
通
し
判
断

を
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

極
力
、
回
復
可
能
性
の
判
断
を
行
う
こ
と

が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
る（
金
融
商
品

会
計
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ
の
Ｑ
33
）。

⑶　
債
権
に
対
す
る
貸
倒
引
当
金

期
末
時
点
で
有
す
る
売
掛
金
等
の
債
権

に
対
し
て
計
上
す
る
貸
倒
引
当
金
に
対
し

て
も
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
を
検
討
す
る

必
要
が
あ
る
。
企
業
会
計
基
準
10
号「
金

融
商
品
に
関
す
る
会
計
基
準
」（
以
下
、「
金

融
商
品
会
計
基
準
」と
い
う
）27
項
で
は
、

債
権
は
一
般
債
権
、
貸
倒
懸
念
債
権
、
破

産
更
生
債
権
等
の
３
つ
に
区
分
し
、
貸
倒

見
積
高
の
算
定
を
行
う
と
さ
れ
て
い
る
。

今
回
の
新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
拡
大
お
よ

び
感
染
防
止
の
た
め
の
対
応
措
置
は
、
債

務
者
の
信
用
リ
ス
ク
を
悪
化
さ
せ
る
可
能

性
が
あ
り
、
期
末
時
点
で
計
上
す
る
債
権

の
債
権
区
分
お
よ
び
貸
倒
見
積
高
の
妥
当

性
に
つ
い
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
思

わ
れ
る
。
と
は
い
っ
て
も
、
一
般
事
業
会

社
に
お
い
て
は
、
債
務
者
の
直
近
の
状
況

を
把
握
で
き
る
だ
け
の
情
報
を
入
手
で
き

な
い
こ
と
が
多
い
た
め
、
支
払
期
日
か
ら

の
経
過
期
間
等
、
簡
便
的
な
方
法
に
よ
る

債
権
区
分
が
認
め
ら
れ
て
い
る（
金
融
商

品
会
計
実
務
指
針
107
項
）。

一
般
債
権
の
貸
倒
見
積
高
を
算
定
す
る

場
合
は
、
過
去
の
貸
倒
実
績
率
を
そ
の
ま

ま
使
用
す
る
こ
と
の
妥
当
性
に
つ
き
検
討

す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
金
融

商
品
会
計
実
務
指
針
111
項
で
は
、
期
末
日

現
在
に
保
有
す
る
債
権
の
信
用
リ
ス
ク
が
、

外
部
環
境
等
の
変
化
に
よ
り
、
過
去
に
有

し
て
い
た
債
権
の
信
用
リ
ス
ク
と
著
し
く

異
な
る
場
合
に
は
、
過
去
の
貸
倒
実
績
率

を
補
正
す
る
こ
と
が
必
要
と
し
て
い
る
。

貸
倒
懸
念
債
権
、
破
産
更
生
債
権
等
の

個
別
に
貸
倒
見
積
高
を
算
定
し
て
い
る
債

務
者
に
つ
い
て
は
、
債
務
者
が
新
型
コ
ロ
ナ

に
よ
り
ど
の
よ
う
な
影
響
を
受
け
て
い
る

か
、
債
務
者
が
受
け
ら
れ
る
救
済
措
置
等
、

可
能
な
限
り
債
務
者
の
直
近
の
状
況
を
把

握
し
た
う
え
で
、
適
切
な
貸
倒
見
積
高
を

算
定
す
る
こ
と
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
。

な
お
、
３
月
末
以
降
に
債
務
者
が
破
産
等

し
た
こ
と
が
判
明
し
た
場
合
に
は
、
修
正
後

発
事
象
と
し
て
債
権
区
分
お
よ
び
貸
倒
引

当
金
の
算
定
方
法
の
変
更
の
必
要
性
に
つ
き

検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る（
後

発
事
象
に
つ
い
て
は
第
３
章
を
参
照
）。

　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
に
お
け
る
論
点

⑴　
非
上
場
株
式
の
公
正
価
値
測
定

日
本
基
準
と
は
異
な
り
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
で

は
非
上
場
株
式
は
公
正
価
値
で
測
定
さ
れ

る
。
こ
こ
で
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
に
お
け
る
公
正

価
値
測
定
は
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
13
号「
公
正
価
値

測
定
」に
基
づ
き
行
わ
れ
る
⑴
。
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
13
号
９
項
に
お
い
て
公
正
価
値
は
、「
測

定
日
時
点
で
、
市
場
参
加
者
間
の
秩
序
あ

る
取
引
に
お
い
て
、
資
産
を
売
却
す
る
た

め
に
受
け
取
る
で
あ
ろ
う
価
格
ま
た
は
負

債
を
移
転
す
る
た
め
に
支
払
う
で
あ
ろ
う

価
格
」と
定
義
さ
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ

て
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
公
正
価
値
は
、
測
定
日

時
点
で
、
か
つ
、
市
場
参
加
者
が
当
該
資

産
ま
た
は
負
債
の
価
格
付
け
を
行
う
際
に

使
用
す
る
で
あ
ろ
う
仮
定（
例
：
リ
ス
ク

に
対
す
る
仮
定
）を
反
映
し
た
も
の
と
し

て
算
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

非
上
場
株
式
の
公
正
価
値
測
定
は
、
実

務
上
、
各
対
象
企
業
に
適
し
た
公
正
価
値

評
価
モ
デ
ル
を
用
い
て
行
わ
れ
て
い
る
と

思
う
が
、
当
該
モ
デ
ル
や
モ
デ
ル
で
使
用

さ
れ
る
イ
ン
プ
ッ
ト
が
こ
の
３
月
末
時
点

に
お
け
る
公
正
価
値
を
適
切
に
算
定
で
き

て
い
る
か
、
あ
ら
た
め
て
検
討
す
る
必
要

が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
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３
月
末
時
点
に
お
け
る
上
場
株
式
の
株

価
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
が
も
た
ら
す
と
予
想

さ
れ
る
経
済
の
停
滞
お
よ
び
将
来
に
対
す

る
不
確
実
性
を
反
映
し
て
い
る
。企
業
は
、

公
正
価
値
評
価
モ
デ
ル
に
よ
り
算
定
さ
れ

た
非
上
場
株
式
の
評
価
額
が
、
当
該
株
式

を
３
月
末
時
点
で
売
却
し
た
と
し
た
ら
得

ら
れ
る
で
あ
ろ
う
価
格（
出
口
価
格
）と
し

て
妥
当
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
か
、
検
討

す
る
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

ま
た
、
３
月
末
時
点
に
お
い
て
存
在
す

る
不
確
実
性
を
投
資
家
に
伝
達
す
る
う
え

で
は
、
開
示
に
つ
い
て
の
影
響
も
検
討
す

べ
き
と
思
わ
れ
る
。
た
と
え
ば
、
レ
ベ
ル

３
に
区
分
さ
れ
た
公
正
価
値
で
測
定
さ
れ

て
い
る
金
融
資
産
に
つ
い
て
の
感
応
度
分

析
の
開
示
に
お
い
て
、
合
理
的
に
予
想
さ

れ
る
イ
ン
プ
ッ
ト
の
変
動
幅
を
広
げ
る
必

要
が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。

⑴　

日
本
の
会
計
基
準
で
も
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
13
号
を
ベ
ー
ス
と

し
た
企
業
会
計
基
準
30
号「
時
価
の
算
定
に
関
す
る
会
計

基
準
」が
２
０
２
１
年
４
月
１
日
以
降
に
開
始
す
る
事
業

年
度
か
ら
適
用
が
開
始
さ
れ
る
。

⑵　
予
想
信
用
損
失

償
却
原
価
で
測
定
す
る
金
融
資
産
お
よ

び
そ
の
他
の
包
括
利
益
を
通
じ
て
公
正
価

値
で
測
定
す
る
負
債
性
金
融
商
品
に
つ
い

て
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号「
金
融
商
品
」に
基

づ
く
予
想
信
用
損
失
を
算
定
し
、
損
失
評

価
引
当
金
を
計
上
す
る
必
要
が
あ
る
。
す

で
に
発
生
し
て
い
る
信
用
損
失
だ
け
で
な

く
、
期
末
日
以
後
に
発
生
が
予
想
さ
れ
る

信
用
損
失
に
つ
い
て
も
対
象
と
す
る
こ
と

が
要
求
さ
れ
る
。
対
象
と
な
る
金
融
資
産

の
期
末
時
点
の
信
用
リ
ス
ク
が
当
初
認
識

以
後
に
著
し
く
増
大
し
た
か
否
か
に
よ
り

12
カ
月
の
予
想
信
用
損
失
ま
た
は
残
存
期

間
に
わ
た
る
予
想
信
用
損
失
を
計
上
す
る

こ
と
が
原
則
で
あ
る
が
、
売
掛
金
や
リ
ー

ス
債
権
等
に
つ
い
て
は
簡
便
法
が
あ
る
。

簡
便
法
を
適
用
す
る
場
合
に
は
、
信
用
リ

ス
ク
が
著
し
く
増
大
し
た
か
否
か
を
判
定

す
る
こ
と
な
く
、
常
に
残
存
期
間
に
わ
た

る
予
想
信
用
損
失
を
計
上
す
る
。

ま
た
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
に
基
づ
く
予
想

信
用
損
失
は
、
将
来
発
生
す
る
損
失
に
つ

い
て
、
偏
り
の
な
い
確
率
に
基
づ
き
加
重

平
均
し
た
金
額
に
よ
り
測
定
す
る
と
さ
れ

て
い
る
。

前
記
の
と
お
り
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
予

想
信
用
損
失
の
測
定
は
、
３
月
期
末
時
点

に
お
け
る
将
来
の
見
積
り
に
基
づ
き
行
わ

れ
る
。
将
来
の
見
積
り
を
す
る
う
え
で
は
、

過
去
の
事
象
や
現
在
の
状
況
だ
け
で
な
く

将
来
の
経
済
状
況
の
予
測
に
つ
い
て
も
考

慮
す
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
て
い
る
。
債
務

者
の
信
用
リ
ス
ク
を
悪
化
さ
せ
る
経
済
状

況
が
今
後
ど
の
程
度
続
く
の
か
、
政
府
等

か
ら
の
サ
ポ
ー
ト
が
ど
の
程
度
期
待
で
き

る
の
か
等
の
見
積
り
に
よ
り
、
計
上
す
べ
き

予
想
信
用
損
失
の
金
額
は
異
な
っ
て
く
る
。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
２
０
２
０
年
３
月
27
日

に
公
表
し
た
文
書
⑵
で
、
新
型
コ
ロ
ナ
が

も
た
ら
す
不
確
実
性
が
存
在
す
る
な
か
、

予
想
信
用
損
失
モ
デ
ル
を
適
用
す
る
こ
と

は
容
易
で
は
な
い
と
認
め
た
う
え
で
、
次

の
と
お
り
指
摘
し
て
い
る
。

・
過
大
な
コ
ス
ト
や
労
力
を
掛
け
ず
に
利

用
可
能
な
す
べ
て
の
合
理
的
で
裏
づ
け

可
能
な
情
報
を
考
慮
す
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。

・
新
型
コ
ロ
ナ
に
よ
る
不
確
実
性
が
増
し

た
現
在
に
お
い
て
、既
存
の
予
想
信
用
損

失
モ
デ
ル
を
機
械
的
に
継
続
適
用
す
べ

き
で
は
な
い
。

・将
来
の
予
測
を
す
る
う
え
で
は
、新
型
コ

ロ
ナ
の
影
響
お
よ
び
政
府
等
が
行
う
重

要
な
救
済
措
置
の
両
者
を
加
味
す
る
必

要
が
あ
る
。

・
経
済
状
況
の
変
化
の
影
響
を
予
想
信
用

損
失
モ
デ
ル
の
な
か
に
織
り
込
め
な
い

の
で
あ
れ
ば
、モ
デ
ル
に
よ
り
算
出
さ
れ

た
結
果
に
対
し
て
適
切
な
調
整
を
行
う

こ
と
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

⑵　

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
の
公
表
資
料（https://cdn.ifrs.org/-/

m
edia/feature/supporting-im

plem
entation/

ifrs-9/ifrs-9-ecl-and-coronavirus.pdf?la=en

）

お
わ
り
に

金
融
商
品
の
会
計
処
理
に
つ
い
て
は
、
新

型
コ
ロ
ナ
が
も
た
ら
す
不
確
実
性
に
起
因
し

て
、
見
積
り
が
必
要
な
場
面
に
お
い
て
難
し

い
判
断
が
要
求
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。
こ
の

よ
う
な
状
況
下
に
お
い
て
見
積
り
を
行
う
こ

と
は
難
し
い
も
の
の
、
企
業
は
見
積
り
の
妥

当
性
を
自
ら
説
明
で
き
る
よ
う
に
し
て
お
く

必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

　

な
お
、
２
０
２
０
年
４
月
９
日
に
開
催
さ

れ
た
第
４
２
９
回
企
業
会
計
基
準
委
員
会

に
お
い
て
、「
会
計
上
の
見
積
り
を
行
う
上

で
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

の
考
え
方
」
が
審
議
さ
れ
、
議
事
概
要
が

公
表
さ
れ
て
い
る
⑶
。
概
要
は
、
第
１
章
を

ご
参
照
さ
れ
た
い
。
ま
た
、
日
本
公
認
会

計
士
協
会
か
ら
は
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
関
連
す
る
監
査
上
の
留
意
事
項

（
そ
の
２
）」
が
公
表
さ
れ
て
お
り
、
あ
わ

せ
て
ご
参
照
さ
れ
た
い
⑷
。 

⑶　

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
か
ら
の
公
表
資
料（https://w

w
w

.asb.or.jp/
jp/w

p-content/uploads/20200409_429g_02.pdf

）

⑷　

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ
の
公
表
資
料（https://jicpa.or.jp/

specialized_field/files/0-99-0-0-20200410.pdf

）

内田　俊也（うちだ・しゅんや）　
有限責任 あずさ監査法人　会計プラク
ティス部
シニアマネジャー
公認会計士
法人に入所以来、主に外資系金融機関に
対する監査およびアドバイザリー業務に
従事。2017年からロンドンにてKPMGの
IFRS関連の会計ガイダンスを作成（金融
商品チームに所属）。2019年に帰国後、
IFRS関連のアドバイザリー業務および
IFRSテクニカルイシューのコンサルテー
ション業務に従事。『論点で学ぶ　国際財
務報告基準（IFRS）』（山田辰己・あずさ
監査法人、新世社）への執筆に参加。
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特集

「
修
正
」か「
開
示
」か

後
発
事
象
の
取
扱
い
に
お
け
る

留
意
点

第３章

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

堀
　
友
美

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
日
本
基
準
に
お
け
る
後
発
事
象
の
取
扱

い
に
つ
い
て
は
、「
後
発
事
象
に
関
す
る

監
査
上
の
取
扱
い
」が
参
考
に
な
る
。

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る

後
発
事
象
が
、修
正
後
発
事
象
か
開
示

後
発
事
象
か
の
判
断
に
あ
た
っ
て
は
、

慎
重
な
検
討
が
求
め
ら
れ
る
。

は
じ
め
に

本
稿
執
筆
日
現
在
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症（
Ｃ
Ｏ
Ｖ
Ｉ
Ｄ
―
19
）拡
大
の

影
響
に
よ
り
、
企
業
を
取
り
巻
く
経
営
環

境
は
日
々
変
動
し
て
お
り
、
収
束
の
兆
し

は
み
え
て
い
な
い
。
近
年
稀
に
み
る
特
殊

な
環
境
の
な
か
、
特
に
３
月
決
算
が
多
い

わ
が
国
の
企
業
の
決
算
実
務
に
お
い
て
、

決
算
日
後
に
決
算
数
値
の
大
幅
な
変
更
が

認
め
ら
れ
る
よ
う
な
事
象
が
発
生
し
た
場

合
に
、
後
発
事
象
の
取
扱
い
に
つ
い
て
慎

重
な
判
断
に
迫
ら
れ
る
こ
と
も
あ
る
と
考

え
ら
れ
る
。

本
稿
で
は
、
日
本
基
準
に
お
け
る
後
発

事
象
の
取
扱
い
に
つ
い
て
確
認
し
、
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り

後
発
事
象
が
発
生
し
た
場
合
の
取
扱
い
に

関
す
る
考
え
方
を
解
説
す
る
。
な
お
、
文

中
意
見
に
係
る
部
分
は
筆
者
の
私
見
で
あ

る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
申
し
添
え
る
。

日
本
基
準
に
お
け
る

後
発
事
象
の
取
扱
い

後
発
事
象
と
は
、
決
算
日
後
に
発
生
し

た
会
社
の
財
政
状
態
、
経
営
成
績
お
よ
び

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
影
響
を

及
ぼ
す
会
計
事
象
を
い
い
、
⑴
財
務
諸
表

を
修
正
す
べ
き
後
発
事
象（
以
下
、「
修
正

後
発
事
象
」と
い
う
）お
よ
び
⑵
財
務
諸
表

に
注
記
す
べ
き
後
発
事
象（
以
下
、「
開
示

後
発
事
象
」と
い
う
）に
分
け
ら
れ
る
。

日
本
基
準
に
お
け
る
後
発
事
象
の
実
務

上
の
取
扱
い
は
、「
後
発
事
象
に
関
す
る
監

査
上
の
取
扱
い
」（
監
査
・
保
証
実
務
委
員

会
報
告
76
号
。
以
下
、「
後
発
事
象
に
関
す

る
監
査
上
の
取
扱
い
」と
い
う
）が
参
考
に

な
る（
図
表
１
）。

⑴　
修
正
後
発
事
象

修
正
後
発
事
象
と
は
、
決
算
日
後
に
発

生
し
た
会
計
事
象
で
は
あ
る
が
、
そ
の
実

質
的
な
原
因
が
決
算
日
現
在
に
お
い
て
す

で
に
存
在
し
て
お
り
、
決
算
日
現
在
の
状

況
に
関
連
す
る
会
計
上
の
判
断
な
い
し
見

積
り
を
す
る
う
え
で
、
追
加
的
な
い
し
よ

り
客
観
的
な
証
拠
を
提
供
す
る
も
の
と
し

て
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
会
計
事
象

で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
会
計
事
象
は
、
当
該
決
算

期
の
財
務
諸
表
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
か

ら
、
重
要
な
後
発
事
象
に
つ
い
て
は
、
財

務
諸
表
の
修
正
を
行
う
こ
と
が
必
要
と
な

る
。

⑵　
開
示
後
発
事
象

開
示
後
発
事
象
は
、
決
算
日
後
に
お
い

て
発
生
し
、
当
該
事
業
年
度
の
財
務
諸
表

に
は
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
が
、
翌
事
業
年

（図表１）　後発事象の分類

後発事象
（会計事象）

修正後発事象

発生した事象の実質的な原因が決算
日現在においてすでに存在しているた
め、財務諸表の修正を行う必要があ
る事象

開示後発事象
発生した事象が翌事業年度以降の財
務諸表に影響を及ぼすため、財務諸
表に注記を行う必要がある事象
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度
以
降
の
財
務
諸
表
に
影
響
を
及
ぼ
す
会

計
事
象
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
重
要
な

後
発
事
象
に
つ
い
て
は
、
会
社
の
財
政
状

態
、
経
営
成
績
お
よ
び
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ

ロ
ー
の
状
況
に
関
す
る
的
確
な
判
断
に
資

す
る
た
め
、
当
該
事
業
年
度
の
財
務
諸
表

に
注
記
を
行
う
こ
と
が
必
要
と
な
る
。

後
発
事
象
と
し
て
開
示
す
べ
き
内
容

は
、
会
社
計
算
規
則
と
財
務
諸
表
等
規
則

と
の
間
に
相
違
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

開
示
す
べ
き
後
発
事
象
を
判
断
す
る
に
あ

た
り
、
財
務
諸
表
等
規
則
で
は
、
次
の
よ

う
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。

財
務
諸
表
等
規
則
８
条
の
４

貸
借
対
照
表
日
後
、
財
務
諸
表
提
出
会

社
の
翌
事
業
年
度
以
降
の
財
政
状
態
、
経

営
成
績
及
び
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状

況
に
重
要
な
影
響
を
及
ぼ
す
事
象
が
発
生

し
た
と
き
は
、
当
該
事
象
を
注
記
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
の
規
定
の
文
言
か
ら
、
次
の
３
つ
の

要
素
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

①　
「
翌
事
業
年
度
以
降
の
財
政
状
態
、経

営
成
績
及
び
キ
ャ
ッ
シ
ュ・フ
ロ
ー
の
状

況
に
影
響
を
及
ぼ
す
事
象
」で
あ
る
こ

と
②　
「
財
政
状
態
、経
営
成
績
及
び
キ
ャ
ッ

シ
ュ・フ
ロ
ー
の
状
況
に
重
要
な
影
響
を

及
ぼ
す
事
象
」で
あ
る
こ
と

③　
「
決
算
日
後
に
発
生
し
た
事
象
」で
あ

る
こ
と

な
お
、
③
の「
発
生
」の
時
点
は
、
図
表

２
の
よ
う
に
解
す
る
必
要
が
あ
る
と
さ
れ

て
い
る
。

⑶　
修
正
後
発
事
象
か
開
示
後
発
事

象
か

財
務
諸
表
等
規
則
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
８
の

４
で
は
、
重
要
な
後
発
事
象
と
し
て
図
表

３
の
６
つ
が
例
示
さ
れ
て
い
る
。「
後
発
事

象
の
監
査
上
の
取
扱
い
」に
よ
れ
ば
、
通

常
は
、
修
正
後
発
事
象
と
開
示
後
発
事
象

は
図
表
３
の
よ
う
に
分
類
で
き
る
も
の
と

考
え
ら
れ
る
。

た
と
え
ば
、
決
算
日
後
に
生
じ
た
販
売

先
の
倒
産
に
よ
り
、
決
算
日
に
お
い
て
す

で
に
売
掛
債
権
に
損
失
が
存
在
し
て
い
た

こ
と
が
裏
づ
け
ら
れ
た
場
合
に
は
、
修
正

後
発
事
象
と
し
て
貸
倒
引
当
金
を
追
加
計

上
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
、

販
売
先
の
倒
産
は
、
決
算
日
後
に
発
生
し

た
会
計
事
象
で
は
あ
る
が
、
そ
の
実
質
的

な
原
因
が
決
算
日
現
在
に
お
い
て
す
で
に

存
在
し
て
お
り
、
決
算
日
現
在
の
状
況
に

関
連
す
る
会
計
上
の
判
断
な
い
し
見
積
り

を
す
る
う
え
で
、
追
加
的
な
い
し
よ
り
客

観
的
な
証
拠
を
提
供
す
る
も
の
で
あ
る
と

き
は
、
こ
れ
に
よ
っ
て
当
該
事
象
が
発
生

す
る
以
前
の
段
階
に
お
け
る
判
断
ま
た
は

見
積
り
を
修
正
す
る
必
要
が
生
ず
る
。
こ

れ
に
対
し
て
、
倒
産
の
原
因
が
決
算
日
後

に
生
じ
た
火
災
等
に
よ
る
重
大
な
損
害
の

発
生
に
よ
る
も
の
で
あ
る
と
き
に
は
、
開

示
後
発
事
象
と
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ

る
。
そ
の
た
め
、
決
算
日
後
に
生
じ
た
会

計
事
象
が
後
発
事
象
に
該
当
す
る
か
ど
う

か
、
該
当
す
る
場
合
に
修
正
後
発
事
象
と

な
る
か
開
示
後
発
事
象
と
な
る
か
の
判
断

に
あ
た
っ
て
は
慎
重
な
検
討
が
求
め
ら
れ

る
。

⑷　
継
続
企
業
の
前
提
に
関
す
る
事

項
を
重
要
な
後
発
事
象
と
し
て
開

示
す
る
場
合
の
取
扱
い

決
算
日
後
に
継
続
企
業
の
前
提
に
重
要

な
疑
義
を
生
じ
さ
せ
る
よ
う
な
事
象
ま
た

は
状
況
が
発
生
し
た
場
合
で
あ
っ
て
、
当

該
事
象
ま
た
は
状
況
を
解
消
し
、
ま
た
は

（図表２）　開示後発事象の発生の時点

会計事象 発生時点 具体例

パターン１ 会社の意思決定により進める
ことができる事象

当 該 意 思 決 定 が
あったとき 新株の発行

パターン２
会社が他の会社等との合意等
に基づいて進めることができ
る事象

当該合意等の成立
または事実の公表
があったとき

合併

パターン３ 会社の意思に関係のない事象
当該事象の発生日
または当該事象を
知ったとき

災害事故

（図表３）　重要な後発事象の例示

重要な後発事象の例 修正後発事象 開示後発事象

1 火災、出水等による重大な損害の発生 × 〇

2 多額の増資または減資および多額の社債の
発行または繰上償還 × 〇

3 会社の合併、重要な事業の譲渡または譲受 〇
（事業の譲渡） 〇

4 重要な係争事件の発生または解決 〇 〇

5 主要な取引先の倒産 〇 〇

6 株式併合および株式分割 × 〇

〇：通常は該当する。　　×：通常は該当しない。　
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（図表４）　新型コロナウイルス感染症に係る主な経緯

2019年12月30日 武漢市衛生健康委員会が新型コロナウイルス
感染症について緊急通知を公表

2019年12月31日 同委員会が世界保健機関（WHO）に症例を報
告

2020年 1月31日 WHOが新型コロナウイルス感染症を国際的に
懸念される公衆衛生上の緊急事態と発表

2020年 3月11日 WHOが新型コロナウイルス感染症の世界的な
感染拡大について「パンデミック」を宣言

改
善
す
る
た
め
の
対
応
を
し
て
も
な
お
継

続
企
業
の
前
提
に
関
す
る
重
要
な
不
確
実

性
が
認
め
ら
れ
、
翌
事
業
年
度
以
降
の
財

政
状
態
、経
営
成
績
お
よ
び
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー
の
状
況
に
重
要
な
影
響
を
及
ぼ
す

と
き
は
、
重
要
な
後
発
事
象
と
し
て
、
財

務
諸
表
に
注
記
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い

る
。た

だ
し
、
こ
の
よ
う
な
後
発
事
象
の
う

ち
、
決
算
日
に
お
い
て
す
で
に
存
在
し
て

い
た
状
態
で
、
そ
の
後
そ
の
状
態
が
一
層

明
白
に
な
っ
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
継
続

企
業
の
前
提
に
関
す
る
注
記
の
要
否
を
検

討
す
る
必
要
が
あ
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
影
響
に
関
す
る

考
え
方

⑴　

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

に
係
る
主
な
経
緯

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

に
よ
り
発
生
す
る
会
計
事
象
の
取
扱
い
を

検
討
す
る
に
あ
た
り
、
こ
れ
ま
で
の
主
な

経
緯
を
時
系
列
と
し
て
ま
と
め
る
と
図
表

４
の
と
お
り
で
あ
る
。

提
を
除
く
）。

な
ぜ
な
ら
、
一
部
の
事
象
は
２
０
１
９

年
12
月
31
日
よ
り
前
に
発
生
し
て
い
る

も
の
の
、
Ｗ
Ｈ
Ｏ
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
を
国
際
的
に
懸
念
さ
れ
る

公
衆
衛
生
上
の
緊
急
事
態
と
発
表
し
た

の
は
２
０
２
０
年
１
月
31
日（
す
な
わ

ち
、
期
末
日
後
）に
な
っ
て
か
ら
で
あ
る
。

多
く
の
政
府
が
対
策
を
講
じ
た
の
は
こ

の
発
表
を
受
け
て
の
こ
と
と
考
え
ら
れ
、

２
０
２
０
年
１
月
31
日
ま
で
は
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
流
行
は
世
界
の

市
場
、
株
価
に
重
要
な
影
響
を
及
ぼ
し
て

い
な
か
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
た
め
で
あ
る
。

（図表５）　2019年12月期（四半期）決算の有価証券報告書等でみ
られる主な事例

・新型コロナウイルス感染症が翌事業年度に影響を与える可能性に
ついて言及する事例

・新型コロナウイルス感染症の拡大により来店客数や宿泊客数の減
少が発生していることに言及する事例

・東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の延期の影響に
ついて言及する事例

・海外拠点での影響について言及する事例
・継続企業の前提に関する事項として言及する事例

⑵　
２
０
１
９
年
12
月
期
決
算
会
社

の
分
析

２
０
１
９
年
12
月
期
決
算
の
財
務
諸
表

の
場
合
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

に
対
す
る
政
府
お
よ
び
企
業
の
対
策
な
ど

に
よ
る
事
業
活
動
お
よ
び
経
済
状
況
の
著

し
い
変
化
は
、
決
算
日
で
あ
る
２
０
１
９

年
12
月
31
日
よ
り
後
に
政
府
や
民
間
企
業

に
と
ら
れ
た
対
策
の
結
果
と
し
て
生
じ
た

も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
が
財
務
報
告
に
与
え
る
影

響
は
、
通
常
、
修
正
後
発
事
象
に
は
該
当

し
な
い
と
考
え
ら
れ
る（
継
続
企
業
の
前

定価：8,700円＋税
A5判　876頁

中央経済社

ＩＦＲＳ開示事項の考え方・開示方法を実際の事例とともに解説。
第２版ではＩＦＲＳ９号・15号・16号の解説を拡充。巻末に架空
の会社をモデルとした財務諸表の開示例を付す。

詳細解説 ＩＦＲＳ開示ガイドブック
〈第２版〉

あずさ監査法人【編】
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本
稿
執
筆
日
ま
で
に
公
表
さ
れ
た

２
０
１
９
年
12
月
期（
四
半
期
）決
算
の
有

価
証
券
報
告
書
等
に
お
い
て
、
観
光
業
・

飲
食
業
や
海
外
関
連
の
企
業
を
中
心
に
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
影
響

を
重
要
な
後
発
事
象
と
し
て
注
記
し
て
い

る
事
例
が
み
ら
れ
る
が
、
そ
の
影
響
に
つ

い
て
は
評
価
中
ま
た
は
算
定
が
困
難
と
さ

れ
て
い
る（
図
表
５
）。

⑶　
２
０
２
０
年
２
月
期
以
降
決
算

会
社
に
想
定
さ
れ
る
影
響

２
０
２
０
年
１
月
31
日
よ
り
後
に
終
了

す
る（
四
半
期
）決
算
期
の
会
社
に
関
し
て

は
、
決
算
日
時
点
で
す
で
に
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
影
響
が
生
じ
て

い
た
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
決
算
日

現
在
に
お
い
て
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
に
起
因
し
て
ど
の
よ
う
な
影
響
が
ど

の
程
度
生
じ
て
い
る
か
を
見
積
り
、
そ
の

程
度
を
勘
案
し
て
、
当
事
業
年
度
の
会
計

処
理
に
反
映
さ
せ
る
か
ど
う
か
を
検
討

す
る
こ
と
に
留
意
す
る（
日
本
公
認
会
計

士
協
会「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

に
関
連
す
る
監
査
上
の
留
意
事
項（
そ
の

１
）」２
）。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
連

し
て
生
じ
る
後
発
事
象
で
あ
っ
て
も
、
そ

の
実
質
的
な
原
因
が
決
算
日
現
在
に
お
い

て
す
で
に
存
在
し
て
お
り
、
決
算
日
現
在

堀　友美（ほり・ともみ）
有限責任 あずさ監査法人　会計プラクティス
部　シニアマネジャー　公認会計士
監査法人入所後、金融機関・一般事業会社の
会計監査・IFRS導入アドバイザリー業務およ
び法人の会計・監査に関する品質管理関連業
務に従事。2016年７月から2018年６月まで
企業会計基準委員会に出向。
著書に『概説 金融機関のためのIFRS 導入と
影響』（金融財政事情研究会）、『詳細解説 IFRS
実務適用ガイドブック（第２版）』（中央経済社）

（いずれも共著）。

の
状
況
に
関
連
す
る
会
計
上
の
判
断
な
い

し
見
積
り
を
す
る
う
え
で
、
追
加
的
な
い

し
よ
り
客
観
的
な
証
拠
を
提
供
す
る
も
の

で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
開
示
後
発
事

象
に
は
該
当
し
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
一

方
で
、
決
算
日
現
在
に
お
い
て
、
そ
の
実

質
的
な
原
因
が
存
在
し
て
い
な
か
っ
た
と

考
え
ら
れ
る
新
た
な
事
象
に
つ
い
て
は
開

示
後
発
事
象
に
該
当
す
る
可
能
性
が
あ
る

と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
翌
事
業
年
度

に
会
計
処
理
を
行
う
場
合
で
あ
っ
て
も
、

後
発
事
象
が
生
じ
た
原
因
に
つ
い
て
は
慎

重
に
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
に
な
る
と
考

え
ら
れ
る
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
に
お
け
る

後
発
事
象
の
取
扱
い

日
本
基
準
に
お
い
て
は
、
前
述
し
た

「
後
発
事
象
に
関
す
る
監
査
上
の
取
扱
い
」

に
お
い
て
、
会
社
法
監
査
報
告
書
日
の
翌

日
か
ら
有
価
証
券
報
告
書
提
出
日
ま
で
に

発
生
し
た
修
正
後
発
事
象
に
つ
い
て
は
、

有
価
証
券
報
告
書
に
含
ま
れ
る
財
務
諸
表

上
、
開
示
後
発
事
象
と
同
様
に
取
り
扱
う

旨
の
規
定
が
あ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
を
適
用
す

る
場
合
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
10
号「
後
発
事
象
」３
項

は
、
報
告
期
間
の
末
日
と
財
務
諸
表
の
公

表
の
承
認
日
と
の
間
に
発
生
す
る
、
報
告

期
間
末
日
に
存
在
し
た
状
況
に
つ
い
て
の

証
拠
を
提
供
す
る
事
象
を
、
修
正
を
要
す

る
後
発
事
象（
す
な
わ
ち
、
修
正
後
発
事

象
）と
定
義
し
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
10
号
８
項
で
、

会
社
に
修
正
を
要
す
る
後
発
事
象
を
反
映

さ
せ
る
よ
う
、
財
務
諸
表
に
お
い
て
認
識

さ
れ
た
金
額
を
修
正
す
る
こ
と
を
要
求
し

て
お
り
、
日
本
基
準
の
よ
う
な
例
外
規
定

は
な
い
こ
と
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

お
わ
り
に

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大

に
よ
る
影
響
は
今
後
も
発
生
す
る
も
の
と

思
わ
れ
る
。
そ
の
影
響
を
合
理
的
に
見
積

る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ

る
が
、
決
算
日
後
に
発
生
し
た
重
要
な
事

象
に
関
す
る
情
報
収
集
を
行
っ
た
う
え

で
、
そ
の
実
質
的
な
原
因
が
決
算
日
現
在

に
お
い
て
す
で
に
存
在
し
て
お
り
、
決
算

日
現
在
の
状
況
に
関
連
す
る
会
計
上
の
判

断
な
い
し
見
積
り
を
す
る
う
え
で
、
追
加

的
な
い
し
よ
り
客
観
的
な
証
拠
を
提
供
す

る
も
の
で
あ
る
の
か
否
か
を
慎
重
に
判
断

す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
事
象
が
修
正
後

発
事
象
と
な
る
の
か
開
示
後
発
事
象
と
な

る
の
か
を
見
極
め
て
、
適
切
な
対
応
を
行

う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
そ
の
際
、
事
象

が
発
生
し
た
時
点
が
決
算
日
の
直
後
な
の

か
、
一
定
期
間
を
経
過
し
た
後
な
の
か
は

１
つ
の
考
慮
要
素
に
な
る
こ
と
が
考
え
ら

れ
る
。

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
の
た
め
、
国
内
の
み
な
ら
ず
各
国
の

政
府
・
機
関
が
公
表
す
る
政
策
の
影
響
に

つ
い
て
も
留
意
が
必
要
で
あ
る
。
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金
融
庁・東
証
等
関
係
機
関
の
対
応
を
整
理
す
る

決
算・開
示
の
日
程
変
更
に

お
け
る
留
意
点

第４章

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

山
本
　
靖
子

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
金
融
庁
で
は
、有
価
証
券
報
告
書
等
の

提
出
期
限
を
延
長
す
る
措
置
を
講
じ
て

い
る
。

●
東
証
で
は
、年
度
決
算
等
の
内
容
を
確

定
次
第
開
示
す
る
等
の
取
扱
い
を
公
表

し
て
い
る
。

●
法
務
省・経
済
産
業
省
は
、株
主
総
会
開

催
に
あ
た
っ
て
の
留
意
点
を
公
表
し
て

い
る
。

●
日
本
公
認
会
計
士
協
会
は
、監
査
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
の
再
検
討
な
ら
び
に
有
価
証

券
報
告
書
等
の
提
出
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
お

よ
び
計
算
関
係
書
類
の
報
告
期
限
の
一

律
の
延
長
を
求
め
る
旨
を
公
表
し
て
い

る
。

は
じ
め
に

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大

は
、
企
業
の
決
算
業
務
お
よ
び
監
査
業
務

に
多
大
な
影
響
を
与
え
る
と
考
え
ら
れ
る
。

こ
れ
に
伴
い
、
金
融
庁
、
東
京
証
券
取
引

所
を
は
じ
め
と
し
た
関
係
機
関
は
、
開
示

書
類
の
提
出
に
関
す
る
事
項
等
を
公
表
し

て
い
る
。
こ
こ
で
は
、
金
融
商
品
取
引
所

に
上
場
す
る
企
業
を
主
と
し
て
決
算
・
開

示
の
日
程
変
更
に
関
し
て
前
記
の
公
表
内

容
に
触
れ
て
い
く
。
な
お
、
本
執
筆
時
点

は
２
０
２
０
年
４
月
10
日
で
あ
る
。

金
融
庁

２
０
２
０
年
２
月
10
日
、
金
融
庁
は
、

「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
連

す
る
有
価
証
券
報
告
書
等
の
提
出
期
限
に

つ
い
て
」⑴
を
公
表
し
た
。
本
公
表
文
に

は
、
金
融
商
品
取
引
法
に
基
づ
く
開
示
書

類
の
提
出
延
長
等
に
関
し
て
、
次
の
内
容

が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

●
有
価
証
券
報
告
書
お
よ
び
内
部
統
制
報

告
書
、四
半
期
報
告
書
、半
期
報
告
書

に
つ
い
て
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
影
響
に
伴
い
、中
国
子
会
社
へ

の
監
査
業
務
が
継
続
で
き
な
い
な
ど
、

や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
期
限
ま
で

に
提
出
で
き
な
い
場
合
は
、財
務（
支
）

局
長
の
承
認
に
よ
り
提
出
期
限
を
延
長

す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
。よ
っ
て
、前

記
開
示
書
類
の
提
出
期
限
を
延
長
す
る

場
合
は
所
管
の
財
務（
支
）局
に
相
談
す

る
こ
と
。

●
臨
時
報
告
書
に
つ
い
て
、新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
作
成

自
体
が
行
え
な
い
場
合
、そ
の
よ
う
な

事
情
が
解
消
し
た
後
、可
及
的
速
や
か

に
提
出
す
る
こ
と
で
遅
滞
な
く
提
出
し

た
も
の
と
取
り
扱
わ
れ
る
こ
と
。

開
示
書
類
ご
と
に
提
出
期
限
お
よ
び
本

公
表
文
に
お
け
る
提
出
期
限
の
延
長
の
取

（図表１）　開示書類提出期限延長の取扱い

開示書類 提出期限 提出期限延長の取扱い

有価証券報告書および
内部統制報告書

事業年度終了後
３カ月以内 やむを得ない理由と認めら

れる場合、あらかじめ所管
の財務（支）局長に承認を受
けたうえで提出期限の延長
が可能

四半期報告書 四 半 期 終 了 後
45日以内

半期報告書 上半期末から３
カ月以内

臨時報告書
提出事由が発生
次第、遅滞なく
提出

新型コロナウイルス感染症
の影響により臨時報告書の
作成自体が行えない事情が
解消した後、可及的速やか
に提出



経理情報●2020.5.1（No.1577）24

扱
い
を
表
に
示
す
と
図
表
１
の
と
お
り
で

あ
る
。

な
お
、
本
公
表
文
に
は
、「
こ
こ
に
記
載

す
る
他
に
も
、
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
に
よ
り
実
務
上
の
支
障
が
生

じ
て
い
る
な
ど
、
お
困
り
の
こ
と
が
ご
ざ

い
ま
し
た
ら
、
ご
遠
慮
な
く
所
管
の
財
務

（
支
）局
ま
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
」と
の
旨

記
載
さ
れ
て
い
る
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
に
よ
り
生
じ
た
実
務
上
の
支
障

の
内
容
に
応
じ
て
、
開
示
書
類
の
提
出
期

限
の
延
長
が
認
め
ら
れ
る
場
合
と
そ
う
で

な
い
場
合
も
考
え
ら
れ
る
た
め
、
各
企
業

の
経
理
・
開
示
担
当
者
は
早
め
に
所
管
の

財
務（
支
）局
に
相
談
す
る
こ
と
が
望
ま
れ

る
。ま

た
、
２
０
２
０
年
４
月
３
日
に
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
下

に
お
け
る
、
企
業
の
決
算
作
業
お
よ
び
監

査
等
に
つ
い
て
、　

関
係
者
間
で
現
状
の

認
識
や
対
応
の
あ
り
方
を
共
有
す
る
た
め

「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響

を
踏
ま
え
た
企
業
決
算
・
監
査
等
へ
の
対

応
に
係
る
連
絡
協
議
会
」が
設
置
さ
れ
、

４
月
10
日
に
２
回
目
の
会
合
が
開
催
さ
れ

た
。今

後
、
金
融
庁
は
上
場
会
社
の
有
価
証

券
報
告
書
の
提
出
期
限
を
一
律
延
期
に
踏

み
切
る
方
針
で
あ
る
よ
う
な
報
道
も
見
受

け
ら
れ
る
。

今
後
も
金
融
庁
の
公
表
内
容
に
留
意
さ

れ
た
い
。

⑴　

h
ttp

s://w
w

w
.fsa

.g
o

.jp
/n

e
w

s/r1
/

sonota/20200210.htm
l

東
京
証
券
取
引
所

東
京
証
券
取
引
所
は
、「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
踏
ま
え
た
適
時

開
示
実
務
上
の
取
扱
い
」を
は
じ
め
と
し

て
、
い
く
つ
か
の
取
組
み
に
つ
い
て
公
表

し
て
い
る
。

⑴　
２
０
２
０
年
２
月
の
公
表
物

「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影

響
を
踏
ま
え
た
適
時
開
示
実
務
上
の
取

扱
い
」⑵（
以
下
、「
本
取
扱
い
」と
い
う
）

は
、
上
場
会
社
宛
に
通
知
し
た
内
容
を

２
０
２
０
年
２
月
10
日
に
公
表
し
た
も
の

で
あ
る
。
具
体
的
な
内
容
は
次
の
と
お
り

で
あ
る
。

①　
決
算
お
よ
び
四
半
期
決
算
の
内
容

の
開
示

通
期
の
決
算
内
容
お
よ
び
四
半
期
決
算

内
容
に
つ
い
て
、
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
決
算
手
続

等
に
遅
延
が
生
じ
、
速
や
か
に
決
算
内
容

等
を
確
定
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
っ
た
場

合
に
は
、「
事
業
年
度
の
末
日
か
ら
45
日
以

内
」な
ど
の
時
期
に
と
ら
わ
れ
ず
、
確
定

次
第
開
示
す
る
こ
と
で
差
し
支
え
な
い
。

な
お
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
り
、
大
幅
に
決
算
内
容
等
の

確
定
時
期
が
遅
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る

場
合
に
は
、
そ
の
旨（
お
よ
び
確
定
時
期

の
見
込
み
が
あ
る
場
合
に
は
、そ
の
時
期
）

の
適
時
開
示
を
検
討
す
る
。

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
り
、
有
価
証
券
報
告
書
ま
た

は
四
半
期
報
告
書
の
提
出
期
限
の
延
長
申

請
を
行
う
こ
と
を
決
定
し
た
場
合
に
は
、

そ
の
旨
の
適
時
開
示
が
必
要
と
な
る
。

②　
事
業
活
動
等
へ
の
影
響
に
関
す
る

開
示

不
正
確
・
不
明
確
な
情
報
に
基
づ
く
株

式
等
の
価
格
形
成
を
回
避
し
、
投
資
者
に

適
切
な
投
資
判
断
を
促
す
観
点
か
ら
、
役

職
員
や
取
引
先
そ
の
他
の
関
係
者
の
健
康

お
よ
び
安
全
の
確
保
を
最
優
先
の
う
え

で
、
可
能
と
な
っ
た
時
点
で
は
、
速
や
か

に
か
つ
積
極
的
に
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
が
上
場
会
社
各
社
の
事
業
活
動

や
経
営
成
績
に
及
ぼ
す
影
響
等
に
係
る
情

報
開
示
を
検
討
す
る
。

③　
業
績
予
想
に
関
す
る
開
示

今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

が
事
業
活
動
お
よ
び
経
営
成
績
に
与
え
る

影
響
に
よ
り
、
決
算
内
容
の
開
示
に
際
し

て
業
績
予
想
の
合
理
的
な
見
積
り
が
困
難

と
な
っ
た
場
合
や
、
開
示
済
み
の
業
績
予

会計全書 〈令和元年度〉
金子　宏・斎藤　静樹【監修】

定価：16,000円＋税
菊判　8256頁

中央経済社

企業結合会計基準、研究開発税制、移転価格税制、住宅ローン減
税、個人事業承継、配偶者居住権など令和元年6月1日現在の会
計税務の基準、法令、通達等を収録した全書。
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想
の
前
提
条
件
に
大
き
な
変
動
が
生
じ
た

場
合
な
ど
は
、そ
の
旨
を
明
ら
か
に
し
て
、

業
績
予
想
を「
未
定
」と
す
る
内
容
の
開
示

を
行
い
、
そ
の
後
に
合
理
的
な
見
積
り
が

可
能
と
な
っ
た
時
点
で
、
適
切
に
ア
ッ
プ

デ
ー
ト
を
行
う
こ
と
な
ど
が
考
え
ら
れ

る
。

⑵　

https://w
w

w
.jpx.co.jp/new

s/1023/20200210-
01.htm

l

⑵　
２
０
２
０
年
３
月
の
公
表
物

２
０
２
０
年
３
月
18
日
に
、「
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
踏
ま
え
た

対
応
方
針
に
つ
い
て
」⑶
お
よ
び「
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
す
る
リ
ス
ク

情
報
の
早
期
開
示
の
お
願
い
」⑷
が
公
表

さ
れ
た
。
２
月
10
日
の
本
取
扱
い
の
公
表

内
容
と
同
様
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
拡
大
が
事
業
活
動
・
経
営
成
績
に

与
え
る
影
響
に
関
し
て
、
適
時
・
適
切
な

開
示
を
上
場
会
社
に
要
請
す
る
も
の
で
あ

る
。
業
績
予
想
に
は
、
前
提
条
件
や
修
正

時
の
理
由
等
の
記
載
の
充
実
を
求
め
、
決

算
短
信
・
四
半
期
決
算
短
信
に
は
、
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
す
る
リ
ス

ク
情
報
の
積
極
的
な
開
示（
添
付
資
料
等

に
お
い
て
も
当
該
リ
ス
ク
情
報
を
記
載
す

る
等
）を
求
め
て
い
る
。
ま
た
、
上
場
会

社
お
よ
び
上
場
候
補
会
社
に
対
す
る
現
行

の
上
場
制
度
の
適
用
に
つ
き
、
企
業
活
動

へ
の
影
響
度
合
い
を
踏
ま
え
、
実
態
に
応

じ
た
柔
軟
な
取
扱
い
を
講
じ
る
も
の
と
し

て
い
る
。

そ
し
て
、２
０
２
０
年
３
月
31
日
に「
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
踏

ま
え
た
上
場
制
度
上
の
対
応
に
係
る
有
価

証
券
上
場
規
程
等
の
一
部
改
正
に
つ
い

て
」⑸（
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
の
期
間

は
４
月
14
日
ま
で
）を
公
表
し
、
前
記
の

取
扱
い
を
規
程
に
反
映
す
る
準
備
が
進
め

ら
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
内
容
を
ま
と
め
る
と
、
図
表

２
の
と
お
り
と
な
る
。

⑶　
２
０
２
０
年
４
月
の
公
表
物

２
０
２
０
年
４
月
７
日
に
は
、「
緊
急

事
態
宣
言
発
令
に
伴
う
売
買
の
取
扱
い

を
踏
ま
え
た
情
報
開
示
に
係
る
対
応
」⑹
、

「
２
０
２
０
年
3
月
期
上
場
会
社
の
定
時

株
主
総
会
の
動
向（
速
報
版
）に
つ
い
て
」

⑺
お
よ
び「
定
時
株
主
総
会
の
延
期
発
表

会
社
の
一
覧（
２
０
２
０
年
２
月
期
以

降
）」⑻
が
公
表
さ
れ
た
。

「
緊
急
事
態
宣
言
発
令
に
伴
う
売
買
の

取
扱
い
を
踏
ま
え
た
情
報
開
示
に
係
る
対

応
」で
は
、
東
京
証
券
取
引
所
は
緊
急
事

態
宣
言
後
の
効
力
発
動
後
も
通
常
ど
お
り

株
式
等
の
売
買
を
行
う
予
定
で
あ
る
こ

と
、
上
場
会
社
に
は
重
要
性
の
高
い
会
社

情
報
の
適
時
・
適
切
な
情
報
開
示
に
引
き

続
き
配
慮
を
求
め
る
こ
と
お
よ
び
決
算
作

業
等
の
円
滑
な
実
施
が
困
難
と
な
っ
た
場

合
に
は
当
初
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
か
か
わ

ら
ず
決
算
発
表
日
程
の
再
検
討
を
求
め
る

こ
と
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、「
２
０
２
０
年
３
月
期
上
場
会
社

の
定
時
株
主
総
会
の
動
向（
速
報
版
）に
つ

い
て
」で
は
、
２
０
２
０
年
３
月
期
上
場

会
社
の
定
時
株
主
総
会
の
開
催
は
６
月
26

日（
金
）が
最
も
集
中
す
る
日
と
見
込
ま
れ

て
い
る
こ
と
、
４
月
６
日
時
点
で
は
７
月

以
降
の
日
を
予
定
し
て
い
る
会
社
は
な
い

こ
と
が
記
載
さ
れ
て
い
る
一
方
で
、
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
を
踏
ま

え
、
総
会
の
開
催
日
を
７
月
以
降
に
延
期

す
る
か
否
か
を
検
討
し
て
い
る
と
回
答
し

た
会
社
も
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。そ
し
て
、

４
月
７
日
時
点
に
お
い
て
２
月
期
決
算
の

（図表２）　東証の新型コロナウイルス感染症への対応

上場会社

適時開示
新型コロナウイルス感染症の拡大が事業活動・経営成績に与える影響に関
して、適時・適切な開示を要請
●業績予想：前提条件や修正時に理由等に関する記載の充実
●決算短信：リスク情報の積極的な開示 
●決算発表時期の柔軟化および影響判明時の開示
●株主総会基準日変更の場合の留意事項

上場廃止
●債務超過：上場廃止基準における改善期間を延長（１年→２年）（指定替え

基準も１年間の改善期間を設定）
●監査意見の「意見不表明」、「事業活動の停止」：新型コロナウイルス感染症

の影響による場合は対象外

上場申請会社

上場審査
●企業の継続性および収益性等：新型コロナウイルス感染症の影響が事業

計画に適切に反映されているかどうかを審査（一時的な業績悪化は勘案し
て審査）

●企業内容等の開示の適正性：新型コロナウイルス感染症の影響が適切に
開示書類（リスク情報・業績予想等）に反映されているかどうかを審査

●限定付適正意見：実地棚卸の立会や事業所の往査が困難な場合における
申請直前期の限定付適正意見を容認（2020年３月期から適用を想定）

●再審査時の審査料：新型コロナウイルス感染症の影響で上場承認に至ら
なかった場合の再審査料は免除
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山本　靖子（やまもと・やすこ）
有限責任 あずさ監査法人
マネジャー
公認会計士
主に一般事業会社への監査業務に従事したの
ち、現所属部門にて監査部門への会計に係る
情報提供等に従事している。2013年から
2015年まで財務省関東財務局にて証券監査
官として有価証券報告書レビューに従事して
いた。

会
社
で
１
社
定
時
株
主
総
会
の
延
期
を
発

表
し
て
い
る
会
社
が
あ
る（
東
京
証
券
取

引
所「
定
時
株
主
総
会
の
延
期
発
表
会
社

の
一
覧（
２
０
２
０
年
２
月
期
以
降
）」参

照
）。東

京
証
券
取
引
所
を
は
じ
め
と
し
た
証

券
取
引
所
が
公
表
す
る
決
算
・
開
示
に
関

す
る
情
報
に
つ
い
て
も
、
今
後
の
動
き
に

留
意
さ
れ
た
い
。

⑶　

https://w
w

w
.jpx.co.jp/new

s/1020/20200318-
01.htm

l

⑷　

https://w
w

w
.jpx.co.jp/new

s/1023/20200318-
01.htm

l

⑸　

https://w
w

w
.jpx.co.jp/rules-participants/

public-com
m

ent/detail/d1/20200331.htm
l

⑹　

https://w
w

w
.jpx.co.jp/new

s/1020/20200407-
01.htm

l

⑺　

https://w
w

w
.jpx.co.jp/new

s/1021/20200407-
02.htm

l

⑻　

https://w
w

w
.jpx.co.jp/new

s/1021/20200407-
01.htm

l

法
務
省・経
済
産
業
省

法
務
省
は
、
２
０
２
０
年
２
月
28
日

に
、「
定
時
株
主
総
会
の
開
催
に
つ
い
て
」

（
２
０
２
０
年
４
月
２
日
更
新
）⑼
を
公
表

し
て
い
る
。
こ
こ
で
は
、
今
般
の
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
連
し
、
定
款

で
定
め
た
時
期
に
定
時
株
主
総
会
を
開
催

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
状
況
が
生
じ
た
場

合
に
は
、
そ
の
状
況
が
解
消
さ
れ
た
後
合

理
的
な
期
間
内
に
定
時
株
主
総
会
を
開
催

す
れ
ば
足
り
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
旨
、

記
載
さ
れ
て
い
る
。

会
社
法
上
、
株
式
会
社
の
定
時
株
主
総

会
は
、
事
業
年
度
の
終
了
後
３
カ
月
以
内

に
招
集
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
わ
け
で
は

な
い
も
の
の（
会
社
法
296
①
参
照
）、
実
務

上
、
多
く
の
企
業
が
定
款
に
お
い
て
事
業

年
度
の
末
日
を
株
主
総
会
の
権
利
行
使
の

基
準
日
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
事
業
年

度
の
終
了
後
３
カ
月
以
内
に
定
時
株
主
総

会
を
開
催
し
て
お
り
、
当
該
株
主
総
会
で

決
算
の
報
告
を
実
施
し
て
い
る
と
思
わ
れ

る
。当

初
予
定
し
て
い
た
定
時
株
主
総
会
に

お
い
て
前
事
業
年
度
の
計
算
書
類
の
報
告

が
行
え
な
い
場
合
、
株
主
総
会
で
の
決
議

の
う
え
、
あ
ら
た
め
て
招
集
決
定（
会
社

法
298
）や
招
集
通
知
発
送（
会
社
法
299
）の

手
続
を
行
う
こ
と
な
く
、
延
会
ま
た
は
継

続
会
を
開
催
す
る
こ
と（
会
社
法
317
）が
考

え
ら
れ
る
。

な
お
、経
済
産
業
省
お
よ
び
法
務
省
は
、

２
０
２
０
年
４
月
２
日
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
に
関
連
し
、「
株
主
総
会
運

営
に
係
る
Ｑ
＆
Ａ
」⑽
⑾
を
策
定
し
た
。
本

Ｑ
＆
Ａ
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
拡
大
防
止
の
た
め
に
、
株
主
総
会
の
出

席
を
控
え
る
こ
と
の
呼
び
か
け
、
株
主
総

会
会
場
へ
の
入
場
制
限
、
事
前
登
録
制
の

採
用
、
ウ
イ
ル
ス
の
罹
患
が
疑
わ
れ
る
株

主
の
入
場
制
限
、
株
主
総
会
の
時
間
短
縮

等
を
可
能
と
考
え
る
旨
が
公
表
さ
れ
て
い

る
。
当
初
予
定
し
て
い
た
定
時
株
主
総
会

の
開
催
日
を
変
更
す
る
こ
と
は
実
務
上
困

難
で
あ
り
、
剰
余
金
の
配
当
基
準
日
を
変

更
し
た
り
、
株
主
に
株
主
総
会
の
開
催
場

所
で
の
参
加
を
認
め
る
と
と
も
に
、
株
主

が
オ
ン
ラ
イ
ン
で
参
加
す
る
こ
と
も
許
容

す
る
い
わ
ゆ
る
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
型
の
株
主

総
会
も
現
実
的
で
な
い
と
こ
ろ
で
、
本
Ｑ

＆
Ａ
は
実
務
の
助
け
に
な
る
よ
う
に
思
わ

れ
る
。

⑼　

http://w
w

w
.m

oj.go.jp/M
IN

JI/m
inji07_00021.

htm
l

⑽　

http://w
w

w
.m

oj.go.jp/M
IN

JI/m
inji07_00021.

htm
l

⑾　

https://w
w

w
.m

eti.go.jp/covid-19/kabunushi_
sokai_qa.htm

l

日
本
公
認
会
計
士
協
会

日
本
公
認
会
計
士
協
会
は
、
２
０
２
０

年
３
月
18
日
に「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
関
連
す
る
監
査
上
の
留
意
事
項

（
そ
の
１
）」⑿
を
公
表
し
、
当
協
会
会
員
に

対
し
、
監
査
手
続
に
係
る
留
意
事
項
等
の

他
、
監
査
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
延
長
等
に
も

留
意
を
促
し
て
い
る
。
こ
こ
で
は
、
金
融

庁
、
東
京
証
券
取
引
所
等
の
公
表
物
に
触

れ
つ
つ
、
十
分
か
つ
適
切
な
監
査
証
拠
を

入
手
す
る
た
め
の
監
査
手
続
の
進
捗
状
況

に
よ
っ
て
は
、
今
後
の
監
査
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
を
再
度
検
討
し
、
監
査
報
告
書
の
提
出

日
を
見
直
す
必
要
が
あ
る
旨
が
言
及
さ
れ

て
い
る
。
ま
た
、
２
０
２
０
年
４
月
７
日

に
、「
会
長
声
明『
緊
急
事
態
宣
言
の
発
令

に
対
す
る
声
明
』」⒀
を
公
表
し
た
。
こ
れ

は
、
金
融
商
品
取
引
法
に
基
づ
く
有
価
証

券
報
告
書
の
提
出
等
に
つ
い
て
、
そ
の
期

限
を
一
律
に
延
長
す
る
こ
と
が
可
能
と
な

る
対
応
お
よ
び
会
社
法
に
基
づ
く
定
時
株

主
総
会
の
開
催
時
期（
特
に
、
計
算
関
係

書
類
の
報
告
期
限
）に
つ
い
て
も
、
一
律

に
延
期
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
対
応
が

必
要
と
考
え
る
旨
の
内
容
と
な
っ
て
い

る
。前

記
か
ら
、
監
査
に
よ
り
、
決
算
開
示

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
も
影
響
が
及
ぶ
こ
と
が

示
唆
さ
れ
て
い
る
。

⑿　

h
ttp

s://jicp
a.o

r.jp
/sp

ecialized
_field

/
files/0-99-0-0-20200318.pdf

⒀　

h
ttp

s://jicp
a

.o
r.jp

/sp
e

cia
lize

d
_

field/20200407ijq.htm
l


